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第１章  はじめに 
 

１．  これまでの経緯 
 

（１）  接続制度の創設 

 

今日の接続制度は、平成８年１２月の電気通信審議会（当時）答申 1を踏まえ、

平成９年の電気通信事業法改正により創設されたものであり、電気通信事業者

間の相互接続に関し、円滑な接続を実現し、利用者利便の確保及び競争の促進

を図ることを目的とするものである。 

 

具体的には、原則として、全ての第一種電気通信事業者（電気通信回線設備

を設置する電気通信事業者。）に対し、正当な理由がない限り、他事業者からの

接続請求に応諾することを義務付けるとともに、各都道府県において加入者回

線の２分の１を超える規模の固定伝送路設備及びこれと一体として設置される

電気通信設備（以下「ボトルネック設備」という。）を指定電気通信設備（現在

は、「第一種指定電気通信設備」。）として指定し、当該設備を設置する事業者（現

在は、東日本電信電話株式会社及び西日本電信電話株式会社（以下「ＮＴＴ東

西」という。）が該当。）に対し、当該設備との接続に関する条件や接続料を規

定する接続約款を作成し、総務大臣の認可を受けることや接続会計を整理する

こと等を義務付けるものである。 

 

接続会計とは、ボトルネック設備を管理運営する部門（指定電気通信設備管

理部門）及びその設備を利用して利用者にサービス提供を行う部門（指定電気

通信設備利用部門）を会計単位として設定し、電気通信事業会計の費用等を各

部門に帰属させるものであり、接続制度創設時の接続料は、接続会計により整

理された管理部門の費用等、すなわちボトルネック設備の管理運営に要した実

際の費用等に基づき算定することが義務付けられていた（実際原価方式）。 

 

（２）  平成１２年度から平成１４年度までの接続料算定（長期増分費用方式の導入） 

 

実際原価方式による接続料算定については、情報の非対称性や指定電気通信

設備を設置する事業者に内在する非効率性の排除に限界があることが課題とさ

れていたため、こうした非効率性の排除等を図り、もって接続料の一層の低廉

化を図る観点から、加入者交換機能や中継交換機能等に係る接続料算定に長期

増分費用方式を導入することが検討された。長期増分費用方式とは、需要に応

じたネットワークを、現時点で利用可能な最も低廉で効率的な設備と技術を用

いて構築した場合の年間コストを算出し、当該コストに基づいて接続料を算定

する方式である。 

 

                                                   
1 平成８年１２月 電気通信審議会答申「接続の基本的ルールの在り方について」 
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長期増分費用方式において接続料原価の算定に用いるモデル（以下「長期増

分費用モデル」という。）に関する検討を行うため、平成９年３月に「長期増分

費用モデル研究会（以下「研究会」という。）」が設置され、平成１１年９月に

報告書が取りまとめられた。当該報告書において、スコーチド・ノードの仮定 2

を前提とした上で、地理的特性を考慮したネットワーク構成ロジックの構築が

行われるとともに、資本コスト、保守コスト、共通設備コスト及び共通コスト

に関する算定ロジックの構築、一部の設備に係る経済的耐用年数の推計等が行

われ、第一次モデルが構築された。 

 

第一次モデルの構築を踏まえ、平成１２年２月の電気通信審議会（当時）答

申 3（以下「平成１２年答申」という。）において、加入者交換機（ＧＣ）及び

中継交換機（ＩＣ）に係る接続料算定に長期増分費用方式を用いるとともに、

その原価の算定には第一次モデルを適用することが適当とされた。 

 

これを受け、平成１２年に電気通信事業法が改正され、平成１２年度の接続

料算定から長期増分費用方式が導入された。この結果、平成１２年度から平成

１４年度までの３年間をかけて接続料水準が大幅に低廉化することとなり、平

成１４年度接続料において、ＧＣ接続については４．５０円／３分、ＩＣ接続

については４．７８円／３分となった。 

 

（３）  平成１５年度及び平成１６年度の接続料算定 

 

平成１２年答申では、第一次モデルの検討課題についても指摘がなされ、モ

デルの見直しに速やかに着手すべきであるとされた。 

 

この指摘を踏まえ、平成１２年９月に研究会が再開され、平成１４年１１月

に報告書が取りまとめられた。このモデルの見直しにおいては、より精緻に接

続料原価を算定するとともに、ユニバーサルサービス制度に係る補塡対象額に

ついても算定対象とするため、電線類の地中化率の補正、配線点の再配置やケ

ーブル敷設ロジックの効率化を始め、経済的耐用年数の再推計、施設保全費の

算定方法の見直しなど、第一次モデルの全面的な見直しが行われ、第二次モデ

ルとして改修された。 

 

このモデルの見直しを踏まえ、平成１４年９月の情報通信審議会答申 4（以下

「平成１４年答申」という。）では、同モデルを、平成１５年度及び平成１６年

度の２年間、接続料算定に用いることが適当とするとともに、長期増分費用方

式により接続料算定を行う対象として、新たに、中継伝送専用機能及び端末回

線伝送機能のうち基地局設備用端末回線伝送機能（ＰＨＳ基地局回線機能）を

追加することとした。 

                                                   
2 局舎位置及び局舎数を、実際のネットワークと同様のものとしつつ、各局舎に設置する設備については、需要に応じて、現在利用可能

な最も低廉で最も効率的なものに置き換えるという考え方。 
3 平成１２年２月 電気通信審議会答申「接続料算定の在り方について」 
4 平成１４年９月 情報通信審議会答申「長期増分費用モデルの見直しを踏まえた接続料算定の在り方について」 
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これを受け、平成１５年４月に接続料規則について所要の改正が行われ、第

二次モデルは、平成１５年度及び平成１６年度の接続料算定に用いられること

となった。その後、第二次モデルを適用して算定された平成１５年度及び平成

１６年度接続料が認可された。この結果、ＧＣ接続については、４．３７円／

３分と更なる低廉化が図られたものの、ＩＣ接続については、通信量の減少等

の影響により、５．３６円／３分と接続料水準が上昇する結果となった 5。 

 

（４）  平成１７年度から平成１９年度までの接続料算定 

 

平成１４年答申では、「現在ＮＴＴ東日本及びＮＴＴ西日本においては既存ネ

ットワークの新規投資を抑制している状況にあり、安定的な設備更新を前提と

するモデルの前提条件と現実が必ずしも一致しなくなることが予想される」、

「トラヒック等の入力値の扱いにもよるが、平成１６年度接続料は、実際費用

による算定値がモデルによる算定値を下回る可能性がある」との指摘がなされ

ていた。その後、トラヒックの減少が著しいなどの状況が明確になったため、

平成１５年度及び平成１６年度の接続料算定に係る接続料規則改正について取

りまとめられた平成１５年３月の情報通信審議会答申において、「平成１７年度

以降の接続料の算定方式については、トラヒックの減少及び新規投資の抑制等

の大きな環境変化を前提とした方法を検討すること」等が総務省に対して要請

された。 

 

この要請を受け、平成１７年度以降の接続料算定に適用可能なモデルの検討

を行うため、平成１５年９月に研究会が再開され、平成１６年４月に報告書が

取りまとめられた。このモデルの見直しにおいては、データ系サービスとの設

備共用を反映するロジックの追加や新規投資抑制を考慮した経済的耐用年数の

見直し等が行われ、第三次モデルとして改修された。また、このモデルを基に、

平成１７年１０月にはユニバーサルサービス制度に係る補塡対象額の算定ロジ

ックを追加する改修がなされた。 

 

このモデルの見直しを踏まえ、平成１６年１０月の情報通信審議会答申 6（以

下「平成１６年答申」という。）では、同モデルを、平成１７年度から平成１９

年度までの３年間、接続料原価の算定に用いるとともに、接続料原価に含まれ

ているＮＴＳ（Non Traffic Sensitive）コスト 7を、平成１７年度以降、毎年

度２０％ずつ段階的に、接続料原価から基本料原価に付け替えることが適当と

した。 

 

これを受け、平成１７年２月に接続料規則について所要の改正が行われ、第

三次モデルは、平成１７年度から平成１９年度までの接続料算定に用いられる

                                                   
5 接続料算定時に用いた通信量（平成１３年度下期と平成１４年度上期を通年化したもの）に比べて、実際の通信量が１５％を超えて変

動したことから、平成１５年度及び平成１６年度の接続料については、事後精算が実施された。 
6 平成１６年１０月 情報通信審議会答申「平成１７年度以降の接続料算定の在り方について」 
7 通信量に依存しない固定的費用。回線数に依存する費用であり、一般に加入者回線に依存する費用を指す。 
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こととなった。その後、平成１７年度から平成１９年度まで第三次モデルを適

用して算定された接続料が認可された。この結果、平成１７年度まで緩やかに

上昇していた接続料は、平成１８年度以降低廉化の傾向を示し、平成１９年度

接続料において、ＧＣ接続については４．６９円／３分、ＩＣ接続については

６．５５円／３分となるなど、通信量の大幅な減少による接続料水準の上昇の

抑制が着実に図られることとなった。 
 

 

 

（５）  平成２０年度から平成２２年度までの接続料算定 

 

平成１８年７月の閣議決定「経済財政運営と構造改革に関する基本方針２０

０６」（いわゆる「骨太方針２００６」）等を踏まえ、総務省が同年９月に公表

した「新競争促進プログラム２０１０」において、「固定電話の接続料の算定方

法の見直し」が具体的な施策として明記された。 

 

これを踏まえ、平成２０年度以降の接続料算定に使用可能なモデルの検討を

行うために、平成１８年１０月に研究会が再開され、平成１９年４月に報告書

が取りまとめられた。このモデルの見直しにおいては、新規投資抑制を考慮し

た経済的耐用年数の見直しや、経済的耐用年数の適正化、交換機設備の維持延

命に伴うコストの反映等が行われ、第四次モデルとして改修された。 

 

このモデルの見直しを踏まえ、平成１９年９月の情報通信審議会答申8（以下

「平成１９年答申」という。）では、同モデルを、平成２０年度から平成２２年

度までの３年間、接続料原価の算定に用いるとともに、ユニバーサルサービス

制度に係る補塡対象額の算定方式の変更に併せて、ＮＴＳコストのうち、き線

点遠隔収容装置（き線点ＲＴ）とＧＣ間の伝送路コスト（き線点ＲＴ－ＧＣ間

伝送路コスト）を、平成２０年度以降、毎年度２０％ずつ段階的に、接続料原

価に付け替えることが適当とされた。 

 

これを受け、平成２０年２月に接続料規則等について所要の改正が行われ、

第四次モデルは、平成２０年度から平成２２年度までの接続料算定に用いられ

ることとなった。その後、平成２０年度から平成２２年度まで第四次モデルを

適用して算定された接続料が認可された。この結果、接続料原価から控除され

るＮＴＳコストの割合が前年度に比べ増加していた平成２１年度までは、接続

料はほぼ一定水準となったが、平成２２年度の接続料については、き線点ＲＴ-

ＧＣ間伝送路コスト以外のＮＴＳコストの段階的控除の割合が平成２１年度で

１００％となったこと、その一方で、き線点ＲＴ-ＧＣ間伝送路コストの接続料

原価への付替えの割合が８０％に増加したこと、さらには通信量の大幅な減少

傾向が引き続き継続していることなどから、ＧＣ接続については５．２１円／

                                                   
8 平成１９年９月 情報通信審議会答申「平成２０年度以降の接続料算定の在り方について」 
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３分、ＩＣ接続については６．９６円／３分となった。 

 

（６）  平成２３年度及び平成２４年度の接続料算定 

 

平成１９年答申では、第四次モデルを用いた算定方式の適用期間は平成２０

年度から平成２２年度までの３年間とされ、それ以降の接続料算定方式につい

ては、平成２１年度中に改めて検討を開始することとされた。 

 

このため、平成２３年度以降の接続料算定に適用可能なモデルの検討を行う

ため、平成２１年６月に研究会が再開され、平成２２年３月に報告書が取りま

とめられた。このモデルの見直しにおいては、最新の実態への即応性や精緻化

の観点から、加入電話の回線数算定方式の変更、ＧＣと遠隔収容装置（ＲＴ）

の設置基準の見直し、ＧＣ－ＩＣ間伝送における分岐挿入伝送装置（ＡＤＭ）

１０Ｇの採用、き線点ＲＴ－ＧＣ間伝送路コスト算定の精緻化、ＲＴの耐用年

数の見直し、最新の税制改正の反映、ＧＣに係る施設保全費のうち固定的費用

の算定方式の変更等が行われ、第五次モデルとして改修された。 

 

このモデルの見直しを踏まえ、平成２２年９月の情報通信審議会答申9（以下

「平成２２年答申」という。）では、同モデルを、平成２３年度及び平成２４年

度の２年間、接続料原価の算定に用いることが適当とされた。 

 

これを受け、平成２３年２月に接続料規則等について所要の改正が行われ、

第五次モデルは、平成２３年度及び平成２４年度の接続料算定に用いられるこ

ととなった。その後、平成２３年度及び平成２４年度について第五次モデルを

適用して算定された接続料が認可された。この結果、平成２３年度には、ＧＣ

接続及びＩＣ接続の接続料水準は平成２２年度と比較して低廉化する結果とな

ったが、平成２４年度には、ＧＣ接続については５．２６円／３分、ＩＣ接続

については６．７９円／３分となり、再び上昇に転じた。 

 

（７）  平成２５年度から平成２７年度までの接続料算定 

 

平成２２年答申では、第五次モデルを用いた算定方式の適用期間が平成２３

年度から平成２４年度までの２年間とされ、「算定方式の適用以降の接続料算定

の在り方について、早期に検討を開始する必要がある」、「ＩＰ網への移行の進

展状況等を踏まえつつ、今後の環境変化に対応した接続料算定の在り方につい

て、必要に応じ、適時適切に検討を進めていくことが適当」という指摘がなさ

れた。 

 

これを踏まえ、平成２５年度以降の接続料算定に適用可能なモデルの検討を

行うために、平成２３年７月に研究会が再開され、平成２４年３月に報告書が

                                                   
9 平成２２年９月 情報通信審議会答申「長期増分費用方式に基づく接続料の平成２３年度以降の算定の在り方について」 
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取りまとめられた。このモデルの見直しにおいては、回線数の減少に対応した

ネットワーク構成の見直しの観点から局設置ＦＲＴの導入、東日本大震災を踏

まえたネットワークの信頼性の確保の観点から中継伝送路の予備ルート、可搬

型発電機、局舎の投資コストへの災害対策コストの追加等が行われ、第六次モ

デル（現行モデル）として改修された。 

 

このモデル見直しを踏まえ、平成２４年９月の情報通信審議会答申 10（以下「平

成２４年答申」という。）では、同モデルを、平成２５年度から平成２７年度ま

での３年間、接続料原価の算定に用いるとともに、ＰＳＴＮからＩＰ網への移

行の進展を考慮し、交換機等の償却済み比率の上昇を適切に反映するための補

正措置を導入することが適当とされた。 

 

これを受け、平成２５年１月に接続料規則等について所要の改正が行われ、

第六次モデルは、平成２５年度から平成２７年度までの接続料算定に用いられ

ることとなった。その後、平成２５年度から平成２７年度まで第六次モデルを

適用して算定された接続料が認可された。この結果、平成２５年度には、ＧＣ

接続及びＩＣ接続の接続料水準は平成２４年度と比較して低廉化する結果とな

ったが、平成２６年度から上昇傾向となり、平成２７年度には、通信量の大幅

な減少等に伴い、ＧＣ接続については５．７８円／３分、ＩＣ接続については

７．２２円／３分と大幅に上昇した。 

 

 

（図表１ 長期増分費用方式に基づく接続料の推移） 

 

                                                   
10 平成２４年９月 情報通信審議会答申「長期増分費用方式に基づく接続料の平成２５年度以降の算定の在り方について」 
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（８）  ユニバーサルサービス制度 

 

ユニバーサルサービス制度は、平成１３年の電気通信事業法改正により導入

された。制度導入時は、加入電話の加入者回線部分、市内通信、離島特例通信

及び緊急通報並びに第一種公衆電話機の市内通信、離島特例通信及び緊急通報

がユニバーサルサービスの範囲とされ、補塡対象額の算定方式として収入費用

相殺方式が採用された。 

 

平成１６年答申を踏まえ、平成１７年１０月の情報通信審議会答申 11において、

ユニバーサルサービスの範囲から加入電話の市内通信を除外するとともに、加

入電話（加入者回線部分）の補塡対象額の算定方式を収入費用相殺方式からベ

ンチマーク方式（回線当たり費用が上位４．９％の高コスト加入者回線の属す

る地域について、全国平均費用を超える額を補塡の対象とする方式）に見直す

ことなどが適当とされた。同答申を踏まえ、関係省令について所要の改正が行

われ、その後、平成１７年度のＮＴＴ東西の基礎的電気通信役務収支が約５１

８億円の赤字となったことから、平成１８年１１月には、ユニバーサルサービ

ス制度に基づく初めての交付金の認可が行われた。 

 

その後、平成１９年９月の情報通信審議会答申 12において、平成１９年度以降

のユニバーサルサービス制度に係る補塡対象額の算定については、利用者負担

の抑制を図る観点から、従来の「全国平均費用」を超える額を補塡対象とする

方式を、回線当たり費用の分布の標準偏差を用いて「全国平均費用＋標準偏差

の２倍」を超える額を補塡対象とする方式に変更することが適当とされた。同

答申を踏まえ、関係省令について所要の改正が行われ、平成１９年度及び平成

２０年度に交付金等の認可が行われた。 

  

さらに、平成２０年１２月の情報通信審議会答申 13において、接続料水準への

影響に配慮しつつ利用者負担の抑制を図るとともに、制度の安定性を確保する

ため、上記の「全国平均費用＋標準偏差の２倍」を超える額を補塡対象とする

方式を、以後３年間適用することが適当とされた。また、同答申において、Ｉ

Ｐ化の進展に伴い発生する課題への対応として、従来のコスト算定方法を踏襲

しつつ、加入電話から光ＩＰ電話へ移行した回線数を加入者回線に加算すると

いうコスト算定方法上の補正を行うことが適当とされたことを踏まえ、関係省

令について所要の改正が行われ、平成２１年度及び平成２２年度に交付金等の

認可が行われた。 

 

平成２２年１２月の情報通信審議会答申 14においては、ブロードバンドが全国

に普及するまでの移行期におけるユニバーサルサービス制度の在り方について、

                                                   
11 平成１７年１０月 情報通信審議会答申「ユニバーサルサービス基金制度の在り方」 
12 平成１９年９月 情報通信審議会答申「基礎的電気通信役務の提供に係る交付金及び負担金算定等規則の一部改正について」 
13 平成２０年１２月 情報通信審議会答申「ユニバーサルサービス制度の在り方について」 
14 平成２２年１２月 情報通信審議会答申「ブロードバンドサービスが全国に普及するまでの移行期におけるユニバーサルサービス制度

の在り方」 
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加入電話に相当する光ＩＰ電話をユニバーサルサービスの範囲に追加しつつ、

補塡についてはこれを対象とはせず、当面は現行の仕組みを維持していくこと

が適当とされた。これを踏まえ、関係省令について所要の改正が行われ、平成

２３年度に交付金等の認可が行われた。 

 

今後のユニバーサルサービス制度の在り方については、平成２６年１２月の

情報通信審議会答申 15（以下「平成２６年答申」という。）において、音声通信

サービスの利用は減少しているものの高齢者等のライフラインとして、また、

災害時等の非常時の通信手段として重要であることから、現在、基礎的な音声

通信サービスとして位置づけられている固定電話を、当分の間、ユニバーサル

サービス制度により維持していくことが適当とされるとともに、現行のユニバ

ーサルサービス制度については、携帯電話やブロードバンドの未整備地域の解

消やサービスの提供状況等を踏まえて、見直しの検討を行うことが適当とされ

たところである。 

 

 

２．  電気通信市場における環境変化 
 

（１）  ＰＳＴＮに係る通信量の動向 

 

ア  総通信量の動向 

 

ＰＳＴＮ を用いて提供される固定電話（加入電話＋ＩＳＤＮ）に係る音声通

信量は、携帯電話やインターネット等の普及に伴い、発着信共に毎年減少して

いる。 

また、ここ数年、携帯電話に係る音声通信量についても減少傾向が見られる。

これは、スマートフォンの著しい普及に伴うＳＮＳの利用等、コミュニケーシ

ョン手段が多様化してきていることが一つの要因と考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                   
15 平成２６年１２月 情報通信審議会答申「２０２０年代に向けた情報通信政策の在り方 -世界最高レベルの情報通信基盤の更なる普

及・発展に向けて－」 
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（図表２  総通信回数及び総通信時間の推移（発信）） 

 

 

（図表３  総通信回数及び総通信時間の推移（着信）） 
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イ  接続料算定に用いる通信量の動向 

  

長期増分費用方式に基づく接続料算定に用いた通信量については、通信回

数・通信時間ともに減少傾向が継続している。特にＧＣやＩＣに係る通信量に

着目すると、平成２７年度の接続料算定に用いた通信量については、対前年度

比で、ＧＣ経由については通信回数で約１３％減、通信時間で約１４％減とな

っており、ＩＣ経由については通信回数で約１１％減、通信時間で約１１％減

となっており、こうした減少傾向は、今後も継続するものと考えられる。 

 

 

（図表４  接続料算定に用いる通信量の推移） 
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（２）  電話サービスの動向 

 

「加入電話＋ＩＳＤＮ」に係る契約数は、平成９年度の約６，３００万加入を

ピークに、それ以降、減少傾向が継続しており、平成２５年度末では、前年度末

比で約８％減少している。 

 

「加入電話＋ＩＳＤＮ」の契約数について、「携帯電話＋ＰＨＳ」及び「ＩＰ

電話」の契約数（ＩＰ電話については利用番号数）と比較すると、「加入電話＋

ＩＳＤＮ」の契約数は平成２５年度末時点で３，０００万加入近くまで下回っ

ている一方、同時点におけるＩＰ電話の利用番号数は、前年度末比で約８％増

の約３，４００万件、そのうち０ＡＢ～Ｊ－ＩＰ電話については、前年度末比

で約１０％増の２，６５０万件となっており、いずれも、引き続き高い増加率

を示しており、平成２４年度から平成２５年度にかけて、ＩＰ電話の契約数が

加入電話＋ＩＳＤＮの契約数を上回る結果となった。 
 

 

（図表５  電気通信サービス契約数等の推移） 
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（３）  ブロードバンドサービスの拡大 

 

固定通信分野においては、当初よりブロードバンドサービスの拡大をけん引

してきたＤＳＬサービスの契約数が平成１８年度以降減少傾向となっている一

方、光ファイバサービスの契約数は平成２２年度末に２，０００万件を突破し、

その後も順調な伸びを続けており、近年では固定系ブロードバンドサービスの

拡大をけん引する役割を担っている。 

また、移動通信分野においては、平成２２年度から普及が始まった３．９世

代携帯電話の契約数が、平成２３年度以降、急激に伸びており、ここ数年の移

動系ブロードバンドサービスをけん引する中心的役割を担っている。 

今後も、固定通信分野及び移動通信分野におけるブロードバンドサービスの

拡大が見込まれるが、こうしたブロードバンドサービスの拡大は、ＩＰ電話や

ＳＮＳ等の利用拡大など、コミュニケーションサービスの更なる多様化につな

がっていくものと考えられる。 

 

（図表６  ブロードバンドサービスの契約数の推移） 
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（４）  ＩＰ網への移行に関する動向 

 

ア  事業社の動向 

 
図表７は、主な国内外の事業者のネットワークのＩＰ化の動向をまとめたも

のである。 

 

この中で、ＮＴＴ東西については、平成２７年５月、ＰＳＴＮからＩＰ網へ

のマイグレーションを２０２０年（平成３２年）頃から開始し、２０２５年（平

成３７年）頃に完了することとする「ＰＳＴＮのマイグレーションについて ～

概括的展望～」（平成２２年１１月。以下「概括的展望」という。）を見直す意

向 16を示しているが、基本的には、今後も国内外の主な事業者により、ネットワ

ークのＩＰ化に向けた取り組みが進んでいくものと考えられる。 

 

 

（図表７  各事業者のＩＰ網への移行状況） 

 

 
 

 

                                                   
16「新たなステージをめざして 2.0」（平成２７年５月、日本電信電話株式会社）において、検討すべき中期的課題として、概括的展望

の見直しを挙げている。 

※事業者のホームページや聞き取り等に基づき作成。 

 

出典：「長期増分費用モデル研究会」報告書（平成 27 年１月）より抜粋  
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イ  情報通信審議会等における検討 

 

総務省では、２０１５年（平成２７年）頃を目途に全世帯でのブロードバン

ド利用を実現することを目標とした「光の道」構想を掲げ、その実現のために

必要な施策及びそれらの取組スケジュールをまとめた基本方針及び工程表を平

成２２年１２月に策定・公表した。この中でＩＰ網への移行に係る諸課題につ

いても検討を行うこととされた。 

 

これを受け、平成２３年１２月の情報通信審議会答申 17では、ＮＴＴ東西の概

括的展望等を踏まえ、ＩＰ網への円滑な移行の在り方について、総論（ネット

ワークの在り方等）、利用者対応及び事業者対応のそれぞれに関して、最低限必

要と考えられる事項について、答申時点（平成２３年１２月）で一定の整理を

行っている。 

総論（ネットワークの在り方等）では、ＮＴＴ東西のＰＳＴＮが「基本サー

ビスの提供」「競争基盤の提供」「ハブ機能の提供」という基本的な役割を担っ

ていることを確認した上で、今後移行に伴う課題を解決していくに際し、ＮＧ

ＮがＰＳＴＮの基本的な役割の多くを受け継いでいくという考えに立つことが

有益であるという方向性を示した。また、円滑な移行に係る課題を解決するた

めの考え方として、「継続性」「予見性・透明性」「発展性・柔軟性」を基本的な

視座とし、関係者が共有・参照することが有益である旨を提言した。加えて、

コア網の移行に影響を及ぼしうるアクセス回線の光化及びモバイル通信の普及

状況について予見性を高めていく必要があることや、可能な限り早い段階から

より多くの関係者に対して積極的移行を促すための方策を講じることが重要で

あることを確認したほか、ＮＴＴ東西が開催する関係者による合意形成の場の

あるべき体制等の検討を行った。 

利用者対応では、円滑な移行を促す観点から、ＩＰ網への移行に伴い維持さ

れるサービスや代替サービスが、利用者にとって低廉でより良いものとなるよ

うにしていくとともに、移行に関する情報が速やかに利用者に提供されること

が重要であることを指摘した上で、利用者周知を含む多様な対策を包括的に講

じることの必要性等を確認した。また、移行に伴い維持・廃止されるサービス

の分類の妥当性について検討を行い、維持するサービスの提供条件に一定の継

続性を確保するとともに、廃止するサービスについては代替サービスの提供等

を通じて利用者の選択を増やしていくことを提言した。 

事業者対応では、ＰＳＴＮにおける競争環境を維持する観点から検討を行い、

主に予見性・継続性を重視した上で、移行の円滑化に向け、実態把握やコスト

検証を通じた所要の取組を行うよう提言した。また、ＮＧＮにおける競争環境

を整備する観点から、ＮＧＮにおいて実質的な公正競争環境が整備されること

の必要性を確認した上で、主に発展性を重視し、個別の論点について取り組む

べき方向性の整理を行った。 

                                                   
17 平成２３年１２月 情報通信審議会答申「ブロードバンド普及促進のための環境整備の在り方」 
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さらに、今後、移行に向けた取組が進展していくことを踏まえ、一定の期間

をおいて適切なフォローアップを行っていくことの必要性を指摘し、電話網移

行円滑化委員会を存置した上で、今後の環境変化等を注視していくことを確認

した。 

  

（５）  接続料算定の在り方を巡る最近の動き 

 

長期増分費用方式に基づく接続料算定において、その原価の算定に用いる長

期増分費用モデルについては、市場環境の変化や関係事業者からの意見等を踏

まえつつ、これまで累次にわたる見直しが行われてきた。 

 

現行の長期増分費用モデル(第六次モデル)を用いた接続料算定方式の適用期

間は、平成２４年答申を受け、平成２５年度及び平成２７年度の３年間とされ、

また、次期モデルの検討に際しては、ＰＳＴＮを取り巻く環境の変化を踏まえ

つつ、「スコーチド・ノードの仮定」等の前提条件の見直し、ＩＰ－ＬＲＩＣモ

デル（以下「ＩＰモデル」という。）の検討等のＩＰ網への移行の進展を踏まえ

た本格的な見直しについて検討が必要とされた。これを受け、総務省は、平成

２５年６月からモデル見直しのための研究会を再開し、平成２７年１月には、

報告書（以下、「平成２７年研究会報告書」という。）がまとめられ、ＰＳＴＮ

に係る接続料算定への適用を検討するためのＩＰモデルやモデル構築の前提条

件の見直しを含めた第六次モデルの改良モデルが示された。 

 

ＰＳＴＮに係る通信量は、平成１２年度の長期増分費用方式導入以降、継続

的に減少しており、特に近年は、長期増分費用モデルによる接続料原価の減少

割合よりも通信量の減少割合が上回っているため、接続料水準が上昇傾向にあ

る。携帯電話の契約者数も堅調に伸びている点などを踏まえれば、今後も、ス

マートフォンの普及等によるコミュニケーションサービスの多様化やネットワ

ークのＩＰ網への移行の進展により、ＰＳＴＮに係る通信量の減少傾向が継続

する蓋然性は高い。 

 

しかしながら、固定電話全体で見れば、ＰＳＴＮにより提供される加入電話

等に代わって、より接続料の低廉なＮＧＮにより提供される０ＡＢ～Ｊ－ＩＰ

電話の普及が進んできており、契約者数や通信量については、加入電話等を上

回りつつある状況にある。 

 

他方、平成２６年答申においては、移動通信サービスに関する競争促進策の

一環として、接続料制度については、より柔軟な利用者料金の設定を可能にす

る観点から、トラヒックが双方向に流れる音声通信に関する接続料については、

着信接続料を原則廃止し、原則として自己の利用者から回収するいわゆるビル

＆キープを導入することについて、利用者料金や事業者間競争に及ぼす影響を

考慮しつつ、更に詳細な検討を進めることが適当としている。 
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以上のような認識を踏まえつつ、第２章以降において、平成２８年度以降の

接続料算定方式について検討を行うと共に、現行の算定方式で接続料原価に算

入されているＮＴＳコスト（き線点ＲＴ－ＧＣ間伝送路コスト）の扱い、接続

料算定に用いる入力値の扱い、東西均一接続料の扱い及びＮＧＮ接続料との加

重平均方式の導入などについて検討を行い、長期増分費用方式に基づく接続料

の平成２８年度以降の算定の在り方や今後の接続料算定方式の見直しに向けた

課題をとりまとめたものである。 
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第２章 平成２８年度以降の接続料算定方式について 
 

 

１．  経緯と現状 

 
第一種指定電気通信設備のうち、加入者交換機能、中継交換機能等に係る接

続料の算定には、独占的な地域通信網の非効率性を排除するため、平成１２年

度より長期増分費用方式が適用されており、その原価の算定には、長期増分費

用モデルが用いられている。 

 

これまで、長期増分費用モデルについては、これまで累次の見直しが行われ

てきたが、特に平成２４年答申においては、現行モデル（第六次モデル）の適

用期間を、平成２５年度から平成２７年度までの３年間とし、次期モデルの検

討に当たっては、ＰＳＴＮを取り巻く今後の環境変化を踏まえ、「スコーチド・

ノードの仮定」等の前提条件の見直し、ＩＰモデルの検討等のＩＰ網への移行

を踏まえた本格的な見直しを行うこととされた。 

これを踏まえ、長期増分費用モデル研究会が再開され、平成２７年１月、平

成２８年度以降の当該接続料の算定に適用可能なモデルとして検討されたＩＰ

モデル及び改良モデル（スコーチド・ノード等の前提条件の見直しを含めて現

行モデルを見直したモデル）が取りまとめられた。 

 

 

２．  長期増分費用方式の評価 
 

（１）  ヒアリングにおける主な意見 

 

ＫＤＤＩ、ソフトバンク及びフュージョン・コミュニケーションズから、長

期増分費用方式は、接続料算定の客観性・透明性の確保、恣意性や非効率性の

排除の面から有効に機能しており、競争環境の確保、利用者利便の維持・向上

を図るためには引き続き、これを適用すべきとの意見が示された。また、九州

通信ネットワークから、実際費用方式は、ＮＴＴ東西が実際に費やした費用に

依存することとなり、接続料算定の透明性・公正性が確保できないため、これ

を用いることは適当でないとの意見が示された。 

 

他方、ＮＴＴ東西から、ＰＳＴＮの接続料水準が他事業者の事業運営に与え

る影響等は一層小さくなっている現状において、仮に接続料規制を継続する場

合であっても、市場が大きく縮退している状況を踏まえると、ＰＳＴＮが長期

増分費用方式の前提である｢高度で新しい電気通信技術の導入によって、電気通

信役務の提供の効率化が相当程度図られる｣状況にないことから、長期増分費用

方式をＰＳＴＮの接続料算定に用いることは不適切との意見が示された。さら

に、ＬＲＩＣ費用と実際費用の乖離が大きく、コスト削減努力により解消でき
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る水準にないことから、少なくとも適切なコスト回収・原価算定が図れるよう、

長期増分費用方式から実際費用方式(実績原価)に見直すべきとの意見が示され

た。 

 

（２）  考え方 

 

ＰＳＴＮの通信量が、長期増分費用方式導入時の平成１２年度に比べて約２

割まで減少している現状においても、接続事業者が第一種指定電気通信設備と

の接続のために支払う接続料の総額において、長期増分費用方式の算定対象と

なるＰＳＴＮに係るものの割合は依然として高い。 

 

こうした中、客観的なモデルに基づきコスト算定を行う現行の長期増分費用

方式により、これまでＰＳＴＮに係る接続料原価が一貫して低廉化しており、

既存事業者の実際のネットワークに内在している非効率性を排除することにつ

ながっているなど、接続料算定における透明性や公正性の確保に大きく貢献し

ているものと認められる。 

また、長期増分費用方式で算定された接続料は、他の固定電話事業者がＮＴ

Ｔ東西との接続の際に設定する接続料のベンチマークとしての役割も果たして

おり、その算定には、高い透明性や公平性が求められる。 

さらに、ヒアリングにおいても、長期増分費用方式はボトルネック設備を設

置する事業者の非効率性を排除し、接続料算定の透明性を担保する方式として

有効に機能していることなどから、引き続きその存続を望む声も強い。 

 

このような状況を踏まえれば、接続料算定の透明性や公正性を確保すること

は引き続き重要であり、現時点では、これらを十分に担保し得る適切な代替方

式は見当たらない。 

 

したがって、平成２８年度以降の加入者交換機能や中継交換機能等に係る接

続料の算定方式として、実際費用方式を採用することは、現時点においては適

当ではなく、引き続き、長期増分費用方式を用いることが適当である。 

 

なお、ＰＳＴＮに係る接続料算定への長期増分費用方式の適用は、制度導入

から一定の期間が経過し、制度に対する事業者の理解が十分に浸透しているも

のと考えられること等から、接続料改定に係る手続きを合理化するなど、長期

増分費用方式の運用について適宜見直すことが適当である。 
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３．  ＩＰモデル及び改良モデルの評価及び平成２８年度以降の接続料算

定に適用するモデル 

 
（１）  研究会において検討されたＩＰモデルの概要 

 

   ＩＰモデルは、平成２８年度からのＰＳＴＮに係る接続料算定を目的として

検討されたものである。研究会において検討されたＩＰモデルの概要や、当該

ＩＰモデルを接続料算定に適用する場合の課題等を以下にまとめる。 

 

ア  ＩＰモデルが前提とするサービス・機能 

 

   ＩＰモデルはＰＳＴＮに係るアンバンドル機能の接続料算定に用いることを

目的として検討されたものであり、モデル構築に当たっては、ＰＳＴＮの代替

となり得るＩＰ網として考慮すべき提供サービスや機能（技術基準等）につい

て図表８のとおり整理した。 

 

 （図表８ ＩＰモデルの検討に当たり考慮すべき提供サービス・機能） 

 

 

イ  ＩＰモデルの基本構成 

 

  ＩＰモデルは、ＰＳＴＮを前提とする現行モデルの代替となり得るものとして

検討されたものであり、現行モデルとの比較検証が可能となるよう、その前提

条件や基本構成は現行モデルの構成を踏まえ、以下のとおりとした。 

 

  ○「スコーチド・ノードの仮定」等のＬＲＩＣモデルの前提条件については、

現行のＰＳＴＮの前提条件を採用。 

  ○モデルの構成については、現行モデルを踏襲するが、モデルネットワーク

については、コア網（図表９の①～③に係る機能等）を現行モデルのＰＳＴ

ＮからＩＰ化した場合を想定。 

 

 

※ 中継伝送専用機能：ＧＣ－ＩＣ間伝送路を接続事業者が専用線として利用する機能 
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（図表９ ＰＳＴＮモデルとＩＰモデルの比較） 

 

 
 

 

ウ ＩＰモデルの課題等 

  

ＩＰモデルについては、以下の点が接続料算定に適用する場合の課題や留意

事項とされている。 

  

①０ＡＢ～Ｊ－ＩＰ電話相当の音声品質確保に関するコストの在り方（同時接

続制限機能の在り方） 

②ＩＰモデルで算定できないアンバンドル機能（中継伝送専用機能）の扱い 

③ＩＰ網での実現方式が定まっていないため、モデルで考慮していない事項が

存在（公衆電話における課金情報伝送機能、緊急通報機能） 

④異なる事業者が採用する設備によりモデルが構成されているため、接続イン

タフェースが合わない設備が存在（光化されたアクセス回線とこれを収容す

る局舎側の収容設備のインタフェース） 

 

特に、ＩＰモデルを接続料算定に適用する場合には、少なくとも①及び②に

ついては、整理が必要である。 

①音声品質確保に関するコストの在り方 

②ＩＰモデルで算定できないアンバンドル機能（中継伝送専用機能）の扱い 

   



21 
 

① 音声品質確保に関するコストの在り方 

 

ＰＳＴＮが同時接続制限機能を有する一方、ＩＰ網は一般的にこの機能を

持たないため、ＰＳＴＮのＢＨＥ（最繁時呼量）を基に設備量を算定した場

合、このＢＨＥ以上のトラヒックの発生に対して音声品質を保証出来ないネ

ットワークとなる。 

このため、ＩＰモデルでは、ケースＡとケースＢの２ケースの考え方を用

いて設備量の算定を行うこととし、それぞれのケースについて、その適用課

題をまとめた。 

 

【ケースＡ】 

ＩＰ網がＰＳＴＮと同様に同時接続制限機能を具備すると仮定し、ＰＳＴ

ＮのＢＨＥをＩＰモデルのＢＨＥとして設備量を算定。 

  

 ＜接続料算定に適用した場合の課題＞ 

ＩＰ網における同時接続制限機能の具体的な実現方法やコスト算定方

法の検討がされていないため、コストが考慮されていない。 

 

【ケースＢ】 

同時接続制限機能を持たずに音声品質を確保出来るネットワークを仮定

し、全てのアナログ回線が同時接続した場合の通信量をＩＰモデルのＢＨＥ

として設備量を算定。 

  

＜接続料算定に適用した場合の課題＞ 

全てのアナログ回線が同時接続（通話）する可能性は極めて低く、過剰

な設備量となる可能性がある。 

 

（図表１０ 設備量算定の考え方） 

 

② ＩＰモデルで算定できないアンバンドル機能（中継伝送専用機能）の扱い 

 

ＩＰモデルでは、ＰＳＴＮに係るアンバンドル機能のうち「中継伝送機能」

等について、ＩＰ網を前提とするネットワークでのモデル化が見送られてお

り、ＩＰモデルを採用する場合には、これらの機能について、どのように接

続料算定を行うべきかが課題となる。 
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（２）  改良モデルの概要 
 

第六次モデルを改修したモデル（以下「改良モデル」という。）における主な

改修点は、以下のとおりである。 

 

ア  ＬＲＩＣモデルの前提条件の見直し （「ＬＲＩＣモデルが算定対象とするサービス」の

見直し） 

 

ＬＲＩＣモデルの前提条件のうちＬＲＩＣモデルがコスト算定対象とするサ

ービスは、加入電話及びＩＳＤＮとされている。しかしながら、ＮＴＴ東西の

中継交換機は、これらのサービスに加え、他事業者からＮＧＮへの接続や他事

業者間での相互接続に利用されるなど、いわゆるハブ機能として利用されてお

り、近年はこの利用割合が拡大してきている。 

ＰＳＴＮからＩＰ網への移行期においては、特に他事業者からＮＧＮへの接

続にハブ機能として中継交換機を利用する通信（ＩＣトランジット呼）に係る

需要の割合が一定程度維持されるものと考えられることから、ＰＳＴＮからＩ

Ｐ網への移行の進展等を踏まえた見直しとして、ＩＣトランジット呼をＬＲＩ

Ｃモデルのコスト算定対象に新たに加えることとした。 

 

なお、「スコーチド・ノードの仮定」についても見直しに向けた検討を行った

が、アクセス回線に係るコストが増加する可能性があるなど、局舎位置の変更

が、必ずしもネットワークの効率化に繋がるわけではないため、今回のモデル

への採用は見送ることとした。 

 

イ  ネットワークの効率化等に関する検討 

 

①  局舎種別（GC 局／RT 局）の判定基準の見直し 

 

現行モデルでは、局内設備に収容する加入者回線数と局内設備の投資額の

実績から、加入者回線数 12,000を閾値とし、収容区域における加入者回線数

がこれを超える場合にはＧＣ局、超えない場合にはＲＴ局（又は局設置ＦＲ

Ｔ局）としている。 

 

しかしながら、モデル上のＲＴ局においては、実際のＲＴ局と異なり、収

容区域内のき線点ＲＴにより光化され、局内のＲＴには直接収容されない加

入者回線が一定程度存在している。その実際の局舎とモデルのネットワーク

構成の設備収容回線数と設備投資額の差異を是正するため、局舎種別の判定

基準を見直すこととした。 

 

具体的には、閾値による局舎種別の判定について、収容区域の回線数から、

ＦＲＴにより光化された回線数を控除して行うこととし、また、モデルの安
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定性の観点から、加入者回線モジュールにおける局舎判別の閾値に対し、Ｆ

ＲＴで控除され得る回線割合を補正することとした。 

 

② 光ケーブルの経済的耐用年数の見直し 

 

現行モデルの光ケーブルの経済的耐用年数は、光ケーブル（架空）１５．

１年、光ケーブル（地下）２１．２年となっている。 

光ケーブルの撤去実績等に基づく現行の推計方式により、最新の撤去実績

にて推計を行った結果、光ケーブルの経済的耐用年数を架空１７．６年、地

下２３．７年に見直すこととした。 

 

③ 設備共用サービスの見直し（中継ダークファイバの追加） 

 

現行モデルでは、効率的なネットワーク構築の観点から、算定対象サービ

スとなる加入電話等の設備量の算定に当たって、共用可能なサービスについ

ては、可能な限り設備共用を行うことを前提としている。 

 

現行モデルでは、ＮＴＴ東西が提供するＡＴＭメガリンクやＡＤＳＬ、フ

レッツ光等のデータ系サービスが設備共用の対象サービスとして考慮されて

いるが、これらに加え、ＮＴＴ東西がアンバンドル機能の１つとして他事業

者に貸与している中継ダークファイバ（光信号伝送機能）についても、他事

業者の設備需要が一定程度存在することを踏まえ、新たに設備共用の対象サ

ービスに加えることとした。 

 

④ その他ネットワーク効率化の見直し 

  

ネットワーク効率化の観点から、同一のＭＡ内に複数のＧＣ局がある場合、

ＲＴ局からの伝送路距離が最短となるＧＣ局にそのＲＴ局が帰属するよう、

局舎帰属関係に係るモデルロジックの見直しを行い、また、モデルで採用す

る信号用交換機（ＳＴＰ）について、その価格及びスペックが現行モデルの

装置に比べて優位性があるＳＴＰへの見直しを行った。 

 

⑤ 災害対策に関する検討 

 

現行モデルでは、東日本大震災を踏まえたネットワークの信頼性確保の観

点から、実施すべき災害対策に係るコストについて、ＬＲＩＣモデルの考え

方に沿って最低限必要と認められる範囲をモデルに反映している。 

 

現行モデルの検討時以降、東日本大震災等を踏まえたネットワークの安

全・信頼性を確保する観点から、電気通信事業者が取り組むべき対策等につ

いて、平成２４年７月に事業用電気通信設備規則が改正された。この改正を
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踏まえてＮＴＴ東西が実施している災害対策 18については、ネットワークの

信頼性確保に必要なコストとして、ＬＲＩＣモデルの考え方に沿って最低限

必要と認められる範囲をモデルに追加反映することとした。 

また、今後新たに実施された災害対策が、既にモデルに反映されている対

策項目、実施内容及び対象範囲の考え方と整合するものであれば、毎年の入

力値見直しの一環としてモデルに反映することとした。 

 

（３）  各モデルによる年間コストの試算結果 

  

平成２７年度接続料の算定時と同様の入力値を用いて、ＩＰモデルのケース

Ａ及びケースＢと改良モデルを試算した結果は、図表１１のとおりである。Ｉ

Ｐモデルの接続料原価については、現行モデル（第六次モデル）に比べて、ケ

ースＡでは約 417 億円減少（▲28％）する一方、ケースＢでは約 366 億円増加

（＋25％）する結果となった。また、改良モデルの接続料原価は、現行モデル

に比べて、約 67億円減少（▲５％）する結果となった。 

 

（図表１１ 各モデルの年間コスト試算結果（平成 27年度認可申請ベース）） 

 

 
 

（４）  ヒアリングにおける主な意見 

 

ＫＤＤＩから、各事業者がネットワークのＩＰ化を進めている中、最新の技

術を用いて最も効率的にネットワークを構築できるのはＩＰ網であり、効率化

インセンティブがより働くＩＰモデルのケースＡを適用すべきとの意見が示さ

れた。また、ソフトバンク及びフュージョン・コミュニケーションズから、Ｌ

ＲＩＣモデルの基本的事項である「現時点で利用可能な最も低廉で最も効率的

な設備や技術を採用する」、「内外有力事業者で現に採用されている例が稀では

ない設備・技術を検討対象とする」、「諸外国におけるモデルとの整合性を可能

な限り考慮する」の考え方に合致するＩＰモデルのケースＡを適用すべきとの

                                                   
18 事業用電気通信設備規則の改正を踏まえた災害対策として、ＮＴＴ東西は、中継伝送路の予備・迂回ルートの追加、局舎の水害対策

及び耐震対策、とう道の浸水対策等、地下管路等の補強対策、燃料タンク等の増設、特設公衆電話の設置を実施している。 
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意見が示された。 

 

他方、ＮＴＴ東西から、ＰＳＴＮの接続料算定に装置やネットワーク構成が

異なるＩＰ網を前提としたモデルを適用することは、原価に対して適正な接続

料とはなりえず不適切との意見が示された。さらに、ＩＰモデルは、音声品質

確保に係るコストが明確ではないこと、算定できないアンバンドル機能がある

こと、平成２８年度時点にＰＳＴＮを用いて提供されていると見込まれるサー

ビス・機能を実現可能なモデルになっていないこと等の課題があることから適

用すべきではないとの意見が示された。また、九州通信ネットワークから、現

時点で未解決の課題があるＩＰモデルを適用することは時期尚早であり、実態

に即したコストの低減化が行われている改良モデルを採用することが適当との

意見が示された。 

 

加えて、ＮＴＴ東西から、改良モデルを適用する場合には、第六次モデルで

採用された、実際のネットワークとＬＲＩＣモデルのネットワークにおける、

法定耐用年数を経過した設備の割合（償却済み比率）の差異を解消する補正に

ついて、最新の需要に応じた設備を新たに構築し、その投資額を耐用年数で平

準化して年間コストを算定するというＬＲＩＣ方式の前提とは相容れないもの

と考えられるため、取り止めるべきとの意見が示された。 

 

（５）  考え方 

 

ア 平成２８年度以降の接続料算定モデルについて 

 

今回研究会で検討されたＩＰモデルについて、ケースＡは現行モデルに比べ

接続料原価が大幅に低廉化することから、「最も低廉で効率的な設備と技術を用

いて構築した場合」とする長期増分費用方式の基本的な考え方を踏まえれば、

接続料算定に適用し得るものと考えられる。しかしながら、ケースＡについて

は音声品質を確保するための具体的な方式やコストが整理されておらず、接続

料算定に適用するモデルとしては、大きな課題が残されている。 

また、ケースＢは年間コストが改良モデルよりも高く、現時点で、最も効率

的なモデルとは言えない結果となった。  

さらに、今回検討されたＩＰモデルを適用する場合には、アンバンドル機能

の一部（中継伝送専用機能等）が算定できないこととなるが、こうした機能を

実際費用方式とすることについては、接続事業者間でも意見が分かれており、

この点についても更なる検討が必要である。 

 

他方、改良モデルは、第六次モデルを基本に、ＰＳＴＮからＩＰ網への移行

の進展を踏まえた見直しとしてＩＣトランジット呼を需要に加えるとともに、

局舎種別の判定基準の見直し等のネットワークの更なる効率化や東日本大震災

を踏まえたネットワークの信頼性確保の取組みを反映するなど、最新の実態を

十分に取り込んだものとなっており、また、接続料算定への適用について特段
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の課題は指摘されていない。 

 

以上を踏まえると、平成２８年度以降の長期増分費用方式に基づく接続料算

定においては、改良モデルを適用することが適当である。 

なお、改良モデルの適用に当たっては、第六次モデルで採用された、ＰＳＴ

ＮからＩＰ網への移行の進展を踏まえた償却済み比率を用いた補正については、

現在もＩＰ網への移行期であることに変わりないため、引き続きこの措置を適

用することが適当である。 

 

イ 今後のＩＰモデルの検討について 

 

一般に事業者のネットワークについては、今後もＩＰ化が進展していくこと

が想定される。このため、引き続き接続料算定に長期増分費用方式を適用する

場合には、ＩＰモデルの適用可能性についても、継続して検討を行っていくこ

とが適当である。 

 

また、今回研究会で検討されたＩＰモデルは、平成２８年度からのＰＳＴＮ

に係る接続料算定に適用することを前提に構築されたものであるが、今後のＩ

Ｐモデルの検討に当たっては、ＮＴＴ東西だけでなく、他の事業者のＩＰ網へ

の移行の進展状況も踏まえ、算定対象とすべき設備範囲（引き続きＰＳＴＮの

みを長期増分費用方式の算定対象とすべきかＮＧＮを含めて算定対象とすべき

か等）、モデル化に当たって考慮すべきサービス・機能及びモデルの精緻化の程

度など、モデル構築の前提条件について、改めて整理することが適当である。 

その際には、今回、ＩＰモデルを接続料算定に適用する場合の課題とされた

音声品質を確保するための具体的な方式やコスト算定方法、ＩＰモデルでは算

定できないアンバンドル機能の扱いなどについても、上記の整理を踏まえつつ、

更に検討を進めることが必要である。 

 

なお、今回研究会で検討されたＩＰモデルでは、アクセス回線の収容方法や

緊急通報に係る機能といったＩＰ網での実現方式の定まっていないこと等もモ

デルの課題や留意事項として挙げられているが、こうした項目が接続料原価に

与える影響の程度などを検討するためには、第一種指定電気通信設備に係るマ

イグレーションを予定しているＮＴＴ東西から、その具体的計画が示されるこ

とが望ましい。 
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第３章  ＮＴＳコストの扱い 
 

 

１．  経緯と現状 

 
（１）  平成１２年答申 

 

平成１２年答申では、長期増分費用方式の具体的な導入方策として、 

（ケースＡ） き線点ＲＴコストを従量制接続料で回収する考え方 

（ケースＢ） き線点ＲＴコストを従量制接続料で回収しない考え方 

の２つの選択肢について検討を行い、主に以下の理由により、ケースＡを適用

することが適当と判断された。 

 

① ケースＡについては、一定の条件が確保されれば、ＮＴＴ東西の経営に

破壊的な影響を回避しつつ導入を図ることが可能と予想される一方、ケー

スＢについては、き線点ＲＴコストの回収が行われない場合には、経営へ

の影響についての見通しが十分得られていないこと。 

② ケースＢについては、ＮＴＳコストを基本料、定額制接続料のいずれで

回収することとしても、前者は利用者に直接的に転嫁され、後者は接続事

業者が定額制で利用者に間接的に転嫁するおそれがあるが、ＮＴＳコスト

を利用者に転嫁するという社会的なコンセンサスが得られていないこと。 

③ また、ＮＴＴ東西の経営への影響が拡大すると、ユニバーサルサービス、

利用者料金、インフラ構築への悪影響が生じるおそれがあること。 

 

なお、ケースＢについては、事業者間の競争促進や接続料の引下げが通信料

金の低廉化をもたらすという観点からは望ましいが、基本料引上げの懸念等か

らき線点ＲＴコストの回収が困難となれば、ＮＴＴ東西の経営に対して破壊的

な影響を回避し得ないおそれが強いとされ、き線点ＲＴコスト以外のＮＴＳコ

ストの扱いは今後の検討課題とすることが適当とされた。 

 

（２）  平成１４年答申 

 

平成１４年答申では、ＮＴＳコストの全てを基本料で回収する場合には、負

担構造の大きな変動を生じることとなるため、ＮＴＳコストのうち、き線点Ｒ

Ｔコストのみを検討対象とし、その回収方法として、①基本料で回収する方法、

②定額制接続料で回収する方法、の２つの考え方について検討を行った。 

 

まず、基本料で回収する方法については、従量制接続料の引下げにより、市

内利用者料金が引き下げられる可能性はあるが、低利用者が支払う料金は増加

することとなるなど利用者間で負担変動が伴うこととなる。特に、デフレ傾向

が継続する経済状況下では、公共的料金である基本料を引き上げることについ
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て社会的コンセンサスを得ることは困難であり、現に多くの消費者団体から基

本料の引上げに対して反対意見が提出された。 

 

これらを踏まえ、料金とコストとの関係が必ずしも明確となっていない基本

料体系の下で、ＮＴＳコストを基本料に転嫁することは、なお慎重な検討を要

し、社会的合意も困難とした。 

 

次に、定額制接続料で回収する方法については、利用者に対して、従来どお

り定額料金を課さずに従量制の通話料のみとするほか、定額料金を課して従量

制の通話料を引き下げるなど、柔軟な利用者料金の設定を可能とする効果が期

待されるが、以下の問題点を勘案すると、ＮＴＳコスト回収方法の抜本的解決

法とは言い難いとした。 

 

① 定額制接続料がそのまま利用者に転嫁されるおそれがあること。 

② 定額制接続料をＮＴＳコスト回収の暫定的方法として導入した場合、最

終的には基本料等で回収する方法に移行する懸念があること。 

③ 携帯電話やＮＴＴ東西以外の固定電話事業者の直加入に係る負担割合を

どう考えるか、マイライン４区分間の負担割合をどうするか、マイライ

ンのデフォルトの扱いをどうするかなどの技術的問題が残ること。 

 

ただし、競争が進展するに従って、コスト発生要因に応じた回収を厳密に行

うことの重要性が増してきており、ＮＴＳコストの回収方法について、接続料

算定の枠内に限定して議論することは限界に達していることから、現行の基本

料、施設設置負担金、各種の付加料金の取扱いと併せて、抜本的かつ体系的に

再検討を行う場を早急に設け、その検討結果を踏まえて可及的速やかに電気通

信料金体系の見直しを図るよう要望がなされた。 

 

（３）  平成１６年答申 

 

平成１６年答申では、ＩＰ化・ブロードバンド化の進展により、固定電話の

通信量の減少傾向が継続する状況にあることを踏まえ、ＮＴＳコストの扱いに

ついて検討を行った。その結果、以下の２点を考慮した上で、ＮＴＳコストを

接続料原価から除く必要があり、その回収は、まずは基本料の費用範囲の中で

行うことが適当であるとした。 

 

① 通信量の減少局面において、通信量の増減に感応しないＮＴＳコストを

接続料原価に含めることは、接続料単価の大幅な上昇を招き、ひいては通

話料の上昇を招来し、その結果、更なる接続料や通話料の上昇を引き起こ

すといった悪循環に陥る可能性があること。 

② また、本来ＮＴＳコストを通話料に含める料金政策の考え方は負担能力

を考慮することにあったが、現在は、サービスの選択肢の多いブロードバ

ンドサービスの利用者の負担を軽減し、その分を他に選択肢がない既存の
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固定電話サービスの利用者に負担させる結果となっていること。 

 

また、ＮＴＳコストの付替えは、ＮＴＴ東西の基本料の費用構造に大きな影

響を与えることとなるため、激変緩和措置として、段階的に従量制接続料の原

価からＮＴＳコストを除くことが適当とした。具体的には、接続料水準の極端

な変動を避け、また、通話料の値上げにつながらない接続料水準を維持すると

ともに、基本料部分における競争環境の変化を考慮しても、ＮＴＳコストを基

本料の費用において吸収可能性のある水準とする観点から、ＮＴＳコストの付

替期間は５年とする必要があるとした。 

 

なお、段階的付替期間は、第三次モデルの適用期間（平成１９年度接続料ま

で）を超えることとなるため、第三次モデルの適用期間終了後、新たな接続料

算定の方法が検討される場合には、必要に応じてＮＴＳコストの扱いについて

改めて検討を行うことが適当であるとした。 

 

（４）  平成１９年答申 

 

平成１９年答申では、ユニバーサルサービス制度の補塡対象額算定において、

利用者負担の抑制を図る観点から、加入電話に係るコスト算定を、従来の全国

平均費用を超える額を補塡対象とする方法から、回線当たり費用の分布の標準

偏差を用いて、回線当たり費用が「全国平均費用＋標準偏差の２倍」を超える

額を補塡対象とする方法へと変更することにより、実質的には、高コスト地域

に固まって分布しているき線点ＲＴ-ＧＣ間伝送路に係るＮＴＳコストをＮＴ

Ｔ東西のみが負担することになるが、このことは競争の公平性の観点等から適

当でないとした。 

 

そのため、き線点ＲＴ-ＧＣ間伝送路コストについては、各事業者が公平に負

担することを目的として、長期増分費用モデルで算定された収容局別のき線点

ＲＴ-ＧＣ間伝送路コストのうち、実際のネットワークにおけるＲＴ設置局の当

該伝送路コストを接続料原価に算入することが適当とした。 

 

また、き線点ＲＴ-ＧＣ間伝送路コストを接続料原価に算入する割合について

は、それまで毎年度２０％ずつ段階的に接続料原価からＮＴＳコストを控除し

てきたことを踏まえれば、毎年度２０％ずつ段階的に行うことが適当とした。

具体的には、接続料原価に加算されるＮＴＳコストが平成２０年度において２

０％であることから、これをベースとして、当該年度以降、毎年度２０％ずつ

段階的に接続料原価に算入することが適当とした。 

 

（５）  平成２２年答申 

 

平成２２年答申では、平成１９年答申の趣旨に鑑みれば、き線点ＲＴ－ＧＣ

間伝送路コストの扱いについては、利用者負担の軽減の観点から、あくまでも
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当分の間の措置として引き続き段階的付替えを行うことによって、従量制接続

料の原価にその１００％を算入することもやむを得ないとした。 

 

また、今後、ユニバーサルサービス制度の見直しを進める際には、ＰＳＴＮ

を取り巻く環境の変化を考慮しつつ、接続料水準への影響や利用者負担への影

響にも十分配意しながら、き線点ＲＴ－ＧＣ間伝送路コストの扱いを含めて、

補塡対象額の算定方法についても検討を行うことが適当とした。 

 

（６）  平成２４年答申 

 

平成２４年答申では、平成２５年度以降のき線点ＲＴ-ＧＣ間伝送路コストの

扱いについては、利用者負担の軽減の観点から、あくまでも当分の間の措置と

して、引き続き従量制接続料の原価にその１００％を算入することもやむを得

ないとした。 

 

また、今後、ブロードバンドアクセスを前提とした制度の在り方も含め、ユ

ニバーサルサービス制度の見直しに関する検討を進める際には、き線点ＲＴ-Ｇ

Ｃ間伝送路コストを接続料原価に付け替えることによる利用者負担の抑制の状

況も注視しながら、ＰＳＴＮを取り巻く環境の変化を適切に踏まえ、接続料水

準や利用者負担に及ぼす影響等に十分配意しつつ、き線点ＲＴ-ＧＣ間伝送路コ

ストの扱いを含め、補塡対象額の算定方法についても検討を行うことが適当と

した。 

 

（７）  現状 

 

き線点ＲＴ－ＧＣ間伝送路コストを、平成２０年度をベースとして毎年度２

０％ずつ接続料原価へ段階的に算入してきた結果、平成２３年度以降の接続料

算定においては、き線点ＲＴ－ＧＣ間伝送路コストの１００％が接続料原価に

算入されている。一方、き線点ＲＴ－ＧＣ間伝送路コスト以外のＮＴＳコスト

（以下「その他のＮＴＳコスト」という。）については、平成２１年度以降、そ

の１００％が基本料の費用範囲に付け替えられており、接続料原価から全額控

除されている。 
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（図表１２ 接続料原価におけるＮＴＳコストの段階的付替えの割合） 

 

 平成１７年度 平成１８年度 平成１９年度 

ＮＴＳコスト ２０％控除 ４０％控除 ６０％控除 

 

 平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度～平成２７年度 

き線点ＲＴ－

ＧＣ間伝送路

コスト 

４０％算入 ６０％算入 ８０％算入 １００％算入 

その他の 

ＮＴＳコスト 
８０％控除 １００％控除 
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２．  平成２８年度以降の接続料算定におけるＮＴＳコストの扱い 
 

（１）  ヒアリングにおける主な意見 

 

ＫＤＤＩ、ソフトバンク、フュージョン・コミュニケーションズ及び九州通

信ネットワークから、ＮＴＳコストであるき線点ＲＴ－ＧＣ間伝送路コストは、

本来、他のＮＴＳコストと同様に基本料で回収すべきものであり、また、この

コストはユニバーサルサービス制度における利用者負担（番号単価）抑制の観

点から、「当分の間の措置」として接続料に算入されたものであるが、番号単価

が低廉化し、「当分の間の措置」の必要性が低下している現状を踏まえて、接続

料原価から控除すべきとの意見が示された。 

 

また、ＮＴＴ東西から、き線点ＲＴ－ＧＣ間伝送路コストについては、利用

者負担の抑制を図る観点から、平成１９年度にユニバーサルサービス制度の補

塡対象額の算定方法を見直すことに伴って接続料原価に算入することとされた

ものであるため、仮に、き線点ＲＴ－ＧＣ間伝送路コストを接続料原価から控

除するのであれば、ユニバーサルサービス制度の補填額算定方式も併せて見直

しが必要との意見が示された。 

 

（２）  考え方 

 

ア  き線点ＲＴ-ＧＣ間伝送路コストによる接続料水準への影響 

 

き線点ＲＴ-ＧＣ間伝送路コストの接続料原価への算入がＧＣ接続料に与え

る影響について、改良モデルを用いて、直近の実績に基づき今後３年間の水準

を試算した結果、推計値は図表１３のとおりとなった。 

 

 

（図表１３  き線点ＲＴ－ＧＣ間伝送路コストの付替えによるＧＣ接続料水準へ

の影響） 
（ＧＣ接続料、単位：円／３分） 

き線点ＲＴ－ＧＣ間 

伝送路コストの扱い 
（局設置ＦＲＴ－ＧＣ間伝送路コスト除く） 

Ｈ２８ＡＣ Ｈ２９ＡＣ Ｈ３０ＡＣ 

接続料原価に全額算入 ５．７～５．９ ６．１～６．５ ６．６～７．１ 

接続料原価から全額控除 ４．７～４．８ ５．０～５．３ ５．４～５．８ 

※ 回線数、通信量については、一定の減少率を仮定し、一部入力値については、過去のトレンドから推計。 

※ き線点ＲＴ－ＧＣ間伝送路コスト以外の「その他のＮＴＳコスト」については、接続料原価から全額控除。 
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イ  ユニバーサルサービス制度の動向 

 

ユニバーサルサービス制度では、基礎的電気通信役務を提供するための電気

通信設備と直接・間接的に接続することによって受益する事業者が負担金を拠

出することとなっている。 

平成２５年度以降の本制度の運用においては、電気通信番号あたりの事業者

拠出額（以下、「番号単価」という。）が２円又は３円程度まで低廉化している

ものの、拠出事業者の大宗が、番号単価をユニバーサルサービス料としてその

まま利用者に請求している状況が続いている。 

 

また、平成１９年度に利用者負担の抑制を図る観点からユニバーサルサービ

ス制度の補塡対象額の算定方法が見直されているが、仮に、き線点ＲＴ-ＧＣ間

伝送路コストを全て基本料で回収することとした場合、回線当たり費用が上位

４．９％の高コスト加入者回線の属する地域について、補塡対象額の算定に係

るベンチマークを「全国平均費用を超える額を補塡対象とする方法」に再度見

直すこととなり、その結果、利用者負担が再び増大することが見込まれる。 

 

ウ  平成２８年度以降におけるき線点ＲＴ-ＧＣ間伝送路コストの扱い 
 

き線点ＲＴ－ＧＣ間伝送路コストは、通信量に依存せず加入者回線の増減に

応じてコストが増減するＮＴＳコストであることから、当該コストは、接続料

原価から控除されているその他のＮＴＳコストと同様に、基本料の費用範囲の

中で回収することが原則である。 

 

他方、ユニバーサルサービス制度の補塡対象額の算定方法の見直しが行われ、

き線点ＲＴ-ＧＣ間伝送路コストの接続料原価への付替えが開始された際の状

況、すなわち事業者の太宗が番号単価をそのまま利用者に請求している状況に

変化がないことに鑑みれば、現時点で接続料算定の原則に従い当該コストを接

続料原価から控除し、基本料原価に算入することでユニバーサルサービス制度

に係る補填対象額が増加することは、利用者負担の抑制を図る観点からは適当

とは言えない。 

 

以上のことから、平成２８年度以降のき線点ＲＴ-ＧＣ間伝送路コストの扱い

については、利用者負担の抑制の観点から、引き続き従量制接続料の原価にそ

の１００％を算入することは止むを得ないと考えられる。 

 

しかしながら、前述の通り、き線点ＲＴ－ＧＣ間伝送路コストは接続料原価

から控除されることが原則である。このため、今後、ユニバーサルサービス制

度に係る事業者負担の利用者への転嫁の在り方を見直すこと等により、利用者

負担の抑制を図りつつ、き線点ＲＴ－ＧＣ間伝送路コストを接続料原価から控

除できないか検討することが適当である。 
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第４章  接続料算定に用いる入力値の扱い 
 

 

１．  経緯と現状 
 

（１）  平成１２年答申 

 

ア  通信量の扱い 

   

平成１２年答申では、長期増分費用方式を初めて導入したこと、また３年間

かけてＧＣ接続料を２２．５％減少、ＩＣ接続料を６０．１％減少させるとい

う接続料水準の大幅な引下げを行うものであったことから、ＮＴＴ東西の経営

に与える影響に配慮して、入力値について、平成１０年度の実績通信量に固定

することが適当とされた。 

 

これは、当時通信量が増加傾向にあったことから、直近で判明していた平成

１１年度通信量よりも少ない平成１０年度の実績通信量を用いることによって、

比較的達成が容易な目標値として接続料を設定し、これを平成１２年度から平

成１４年度までの３年間をかけて段階的に達成しようとするものであった。た

だし、前述のとおり、平成１２年答申において、モデル実施期間経過後に新モ

デルを適用できるよう入力値の見直しに可能な限り速やかに着手することが適

当とされた。 

 

イ  その他入力値の扱い 

 

平成１２年答申では、デジタル交換機、光ファイバ及びアナログ・デジタル

公衆電話機の耐用年数については正確なデータ把握が可能であったことから、

増減法 19により推計した経済的耐用年数を適用することとされた。それ以外の設

備については、法定耐用年数を適用したほか、将来需要増加分を含まない既存

の回線数等を所与のものとして算定した設備量が用いられた。ただし、平成１

２年答申では、こうしたその他の入力値は、通信量で採用された考え方と同様、

実施期間中は固定することが適当とされた。 

 

（２）  平成１４年答申 

 

ア  通信量の扱い 

   

平成１４年答申では、通信量について、 

 

                                                   
19 最新の残存ストックを実現するため、各年度の新規取得数を過去に遡り、何年前までの新規取得数を累計すればよいかを算定し、これを

当該設備の更改が一回転する期間と見なし、経済的耐用年数を推計する方法。 
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① 使用する通信量を適用期間中固定する方法 

② 使用する通信量を毎年入れ替える方法 

 

について、それぞれ用いる通信量を実績通信量とする場合と予測通信量とする

場合の４通りの方法を想定して検討を行った。その結果、接続事業者の予見性

及び目標値としての性格を確保するためには、モデル適用期間内は、通信量を

含む入力値を固定することが適当とした。 

 

また、第二次モデルは、第一次モデルのように大幅な接続料水準の変更を伴

うものではなくなっていること、また通信量が大幅に減少していく予測が大勢

を占めていたことから、モデル適用期間内の通信量を用いることが適当とした。

ただし、接続事業者の予見性の確保や目標値としての性格を確保する観点から、

平成１５年度及び平成１６年度の接続料は平成１４年度中に決定することが適

当であり、モデル適用期間内の予測通信量を用いることが望ましいとした。 

 

しかしながら、信頼性のある予測を行うことが困難な場合は、直近データ、

例えば平成１３年度実績値、または入手可能であれば、平成１３年度下期と平

成１４年度上期の通信量を通年化した実績値を用いるものとした。 

 

これを踏まえ、平成１５年度の接続料は、平成１３年度下期と平成１４年度

上期を通年化した通信量を用いて算定された。なお、適用期間中の通信量は固

定されているが、事後精算が実施されたため、事実上、通信量が見直されてい

ることとなる。 

 

イ  その他入力値の扱い 

 

平成１４年答申では、通信量以外の入力値（機器単価、経済的耐用年数、需

要回線数、報酬率等）については、予測通信量や実績通信量を用いた場合、可

能な限り、これらと整合性を確保する必要があるとした。第二次モデルの適用

期間が平成１５年度及び平成１６年度の２年間となったことに伴い、デジタル

交換機、アナログ・デジタル公衆電話に係る経済的耐用年数の再推計を行うと

ともに、それまで推計されなかったメタルケーブル、管路・電柱等に推計対象

を拡大した。当該推計は、従来の増減法をより数学的に精緻化した修正増減法

を用いて行った。その他、光ファイバ単価の補正、施設保全費の効率化係数の

加味、経費率等の入替えを行った。 

 

（３）  平成１６年答申 

 

ア  通信量の扱い 

 

平成１６年答申では、通信量が継続して減少することが共通の認識となって

いたことから、適用年度である平成１７年度の実績通信量は、直近の実績通信
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量と比較して一定程度減少することとなり、これを前提に、直近の実績通信量

を用いて接続料を設定した場合、実績通信量の減少に起因する原価の差異は、

ＮＴＴ東西の管理部門が負担する構造となるため、これを回避するための方法

として、 

 

① 事後精算を行う 

② より直近の通信量を用いて接続料を設定する 

 

という２つの方法を示した。 

 

このうち、①については、第二次モデルの適用の際に導入されたが、事業計

画策定上の予見性の観点から経営に悪影響を与えているとの指摘が多く提出さ

れ、また長期増分費用方式に基づく算定値が目標値としての性格を有している

ことを踏まえると、引き続き採用することは適当ではないとした。 

 

また、②については、接続料の設定に用いる通信量と適用年度の実績通信量

の乖離を小さくすることは重要であり、可能な限り直近の通信量を用いて接続

料を設定することは望ましいものの、平成１４年答申における認識と同様、直

近の通信量に予測を伴う場合は、信頼性のある予測通信量の策定が前提となる

が、今後の電気通信分野における環境変化については、ＩＰ電話の普及見込み

も含めて不透明な要素が多いことなどから、適用年度の通信量を予測すること

は困難とした。 

 

これらを受け、どの時点の通信量であれば信頼性の高い通信量予測を行うこ

とが可能かという観点から、直近の実績通信量を用い、２ヶ月分と８ヶ月分の

予測シミュレーションを行った。この結果、少なくとも現状においては両者に

大きな差異がなかったことから、平成１７年度の接続料算定に用いる通信量は、

より適用年度に近い通信量を用いるとの観点から、「平成１６年度下期及び平成

１７年度上期の通年通信量」を用いることが適当とした。 

 

また、可能な限り直近の通信量を用いて接続料を設定するという観点及びＮ

ＴＳコストを毎年度正確に把握する観点から、接続料の再計算を毎年度行うこ

とが必要とした。 

 

これらを踏まえ、平成１７年度以降の接続料算定に係る入力値については、

可能な限り直近の通信量を用いて接続料を設定する観点等から、毎年度接続料

の再計算を行い、通信量が比較的安定的に減少している状況を踏まえ、「前年度

下期＋当年度上期の通年通信量」を用いて算定することとした。これは、前年

度下期の４か月分の実績通信量に直近の実績通信量のトレンドを踏まえた８か

月分の通信量予測を加えることにより算定するものである。 
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イ  その他入力値の扱い 

 

平成１６年答申では、通信量以外の入力値については、通信量との整合性を

可能な限り確保するため、直近のものとすることが必要であり、個別の入力値

の選定については総務省において判断することが適当とした。修正増減法によ

り推計される交換機、アナログ・デジタル公衆電話の経済的耐用年数は、直近

までの導入実績を用いて再推計を行った。また、公共的地下設備の利用実績、

管路投資単価や経費率等についても同様に、直近データにより見直しを行った。 

 

（４）  平成１９年答申 

 

ア  通信量の扱い 

 

平成１９年答申では、接続料算定に用いる通信量は、信頼性のあるデータで

あることを前提とした上で、可能な限り適用年度に近いデータを採用すること

が適当であるとの観点から、 

 

①  前年度通信量を採用する場合（２か月先予測） 

②  前年度下期と当該年度上期の通信量を通年化したものを採用する場合

（８か月先予測） 

③  当年度通信量を採用する場合（１４か月先予測）  

 

について、それぞれ予測通信量と実績通信量の乖離の試算を行った。 

 

②を用いる場合、予測値と実績値の乖離幅の計測時期の違いによる振幅は③

の半分以下であること、また当年度通信量との乖離幅は十分に小さく、当該乖

離幅が非常に大きくなる①と比較しても、通信回数及び通信時間ともに、予測

通信量としても信頼性が劣っているとは認められないことから、平成１９年答

申では、引き続き前年度下期と当該年度上期の通信量を通年化したものを採用

することが適当とした。 

 

イ  その他入力値の扱い 

 

平成１９年答申においても、通信量以外の入力値については、通信量との整

合性を可能な限り確保するため直近のものとすることが必要であり、個別の入

力値の選定については、総務省において判断することが適当とした。 

 

（５）  平成２２年及び平成２４年答申 

 

ア  通信量の扱い 

 

平成２２年及び平成２４年答申においても、それまでの答申と同様、信頼性
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のあるデータであることを前提とした上で、可能な限り適用年度に近いデータ

を採用することが適当との観点から、 

 

① 前年度通信量（２か月先予測） 

② 前年度下期と当年度上期の通信量を通年化したもの（８か月先予測） 

③ 当年度通信量（１４か月先予測） 

 

について、それぞれ予測通信量と実績通信量の乖離の試算を行った。 

 

その結果、それまでの答申の時点から状況に大きな変化は見られず、現行の

予測方法を変更する必要はないものと考えられることから、引き続き、前年度

下期と当年度上期の通信量を通年化したものを採用することが適当とした。 

 

（図表１４  予測通信量と実績通信量の乖離幅（平成２４年答申の試算結果）） 

  【通信時間】 

予測の程度 前年度予測値 

前年度下期 

＋当年度上期 

予測値 

当年度予測値 

予測値と実績値の乖離幅 -0.8～0.5% -1.9～0.8% -3.7～0.8% 

当年度通信量との乖離幅 13.8～19.0% 4.6～8.8% － 

 

【通信回数】 

予測の程度 前年度予測値 

前年度下期 

＋当年度上期 

予測値 

当年度予測値 

予測値と実績値の乖離幅 -0.7～0.6% -2.0～1.1% -3.4～1.4% 

当年度通信量との乖離幅 11.8～16.2% 3.9～7.7% － 

  

 なお、平成２４年答申において、これまで、前年度下期と当年度上期の通信

量を通年化した通信量の予測に当たっては、「８か月先予測」が用いられていた

が、長期増分費用方式に基づく接続料の認可に係る業務等の一層の円滑化に資

する観点から、平成２５年度移行の接続料算定における通信量の予測に当たっ

ては、「９か月先予測」を用いることとしても問題ないとした。 

 

イ  その他入力値の扱い 

 

平成２２年及び平成２４年答申においても、通信量以外の入力値については、

引き続き、事業者の経営上の機密への配慮と、透明性・公開性の確保の双方に

十分に配意しつつ、必要に応じて総務省において毎年度の接続料算定時に見直

し、可能な限り最新のデータを用いることとすることが適当とした。 
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（６）  現状 

 

平成２５年度から平成２７年度の接続料算定に用いた通信量については、「前

年度下期と当該年度上期の通信量を通年化したもの（９か月先予測）」が採用さ

れており、また、通信量以外の入力値については、毎年度、可能な限り最新の

データを用いて見直されている。 

 

 

２．  平成２８年度以降の接続料算定に用いる入力値の扱い 
 

（１）  ヒアリングにおける主な意見 

 

ア  通信量の扱い 

 

ソフトバンク、フュージョン・コミュニケーションズ及び九州通信ネットワ

ークから、通信量の傾向に大きな変化はなく、接続料算定の安定性・継続性の

観点から、引き続き、「前年度下期と当年度上期の通信量を通年化した予測通信

量」を用いることが適当との意見が示された。 

 

他方、ＮＴＴ東西からは、本来、接続料については、適用年度に要したコス

トを適切に回収する観点から、適用年度のコスト及び需要を用いて算定するべ

きであり、適用年度の実績通信量との乖離が最も小さい「適用年度を予測した

通信量」を用いることが適当との意見が示された。 

 

なお、ＫＤＤＩからは、接続料算定に用いる通信量については、恣意性を排

除して通信量の予測期間を定めることが適当との意見が示された。 

 

イ  その他入力値の扱い 

 

ソフトバンクから、現行で用いられている光ケーブルの経済的耐用年数は素

材寿命より大幅に短く、使用年数も今後は延びていくと想定されるため、光ケ

ーブルの経済的耐用年数を毎年更新すべきとの意見が示された。 

 

（２）  考え方 

 

ア  接続料算定に用いる予測通信量の扱い 

 

一般的に、予測期間が長期化すれば予測精度は低下することとなる。また、

通信量の減少傾向が継続すると見込まれることを前提とすれば、接続料算定に

用いる通信量の計測期間が適用年度から乖離するほど、ＮＴＴ東西の接続料収

入が過小に評価される可能性が大きくなる。 
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このため、接続料算定に用いる通信量は、予測精度の観点から信頼性のある

データであることを前提とした上で、可能な限り適用年度に近いデータを採用

することが適当である。 

 

このような観点から、直近 3年間 20の通信量を用いて、 

 

(ⅰ) 前年度通信量を採用 

(ⅱ) 前年度下期と当年度上期の通信量を通年化したものを採用 

(ⅲ) 当年度通信量を採用 

 

の３つの考え方について、平成２４年度から平成２６年度までの接続料算定に

用いたものと同じ方法で、それぞれ３か月先、９か月先、１５か月先の通信量

を予測し、予測通信量と実績通信量（予測通信量と同じ期間の実績通信量）の

乖離幅（図表１５中の「予測値と実績値の乖離幅」）、予測通信量と当年度通信

量の乖離幅（図表１５中の「当年度通信量との乖離幅」）を比較した。 

 

（図表１５  直近３年間の予測通信量と実績通信量の乖離） 

  【ＧＣ経由時間】 

予測の程度 (ⅰ) 前年度予測値 

(ⅱ) 前年度下期 

＋当年度上期 

予測値 

(ⅲ) 当年度予測値 

予測値と実績値の乖離幅 -0.4～0.6% -0.1～1.0% -0.9～1.8% 

（振幅） 1.0% 1.1% 2.7% 

当年度通信量との乖離幅 15.3～16.3% 6.6～8.8% 
同上 

（振幅） 1.0% 2.2% 

   

【ＧＣ経由回数】 

予測の程度 (ⅰ) 前年度予測値 

(ⅱ) 前年度下期 

＋当年度上期 

予測値 

(ⅲ) 当年度予測値 

予測値と実績値の乖離幅 -0.5～0.7% 0.1～0.7% -0.7～1.3% 

（振幅） 1.2% 0.6％ 2.0％ 

当年度通信量との乖離幅 13.2～15.0% 6.0～7.9% 
同上 

（振幅） 1.8% 1.9% 

 

 

(ⅰ)は、予測が必要な期間が３か月であることから、「予測値と実績値の乖離

幅」は小さいものの、適用年度からは１年間離れているため、「当年度通信量と

の乖離幅」は比較的大きい。 

 

                                                   
20平成２４年１月、平成２４年１２月及び平成２５年１２月まで 
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(ⅲ)は、「当年度通信量との乖離幅」は小さいものの、全ての期間を予測する

ことになることから、他の予測方法と比較して「予測値と実績値の乖離幅」は

大きく、さらに、当該乖離幅の計測時期の違いによる振幅も大きい。 

 

これら２つの予測方法と比較して、(ⅱ)は、「当年度通信量との乖離幅」は（ⅰ）

よりも小さく、また、「予測値と実績値の乖離幅」の計測時期の違いによる振幅

や「予測値と実績値の乖離幅」も(ⅲ)と比べて小さい。 

 

したがって、平成２８年度以降の接続料算定に用いる通信量としては、引き

続き、前年度下期と当年度上期の通信量を通年化したものを採用することが適

当である。 

 

なお、今後、次々期の接続料算定期間における予測通信量の扱いについて見

直しを行う際には、ＰＳＴＮに係る通信量が継続的な減少傾向にあることも踏

まえつつ、適切な予測方法の在り方について、改めて必要な検討を行うことが

適当と考えられる。 

 

イ  その他の入力値の扱い 

 

現行の接続料算定における通信量以外の入力値の扱いについては、可能な限

り最新のデータを用いることが原則であり、ヒアリング等においても、この点

について何らかの見直し等を求める意見は示されなかったことも踏まえれば、

その運用に、特段の問題点は認められない。 

 

したがって、通信量以外の入力値については、引き続き、事業者の経営上の

機密への配慮と、透明性・公開性の確保の双方に十分に配意しつつ、必要に応

じて総務省において毎年度の接続料算定時に見直し、可能な限り最新のデータ

を用いることとすることが適当である。 

 

なお、光ケーブルの経済的耐用年数については、長期増分費用モデル研究会

報告書において最新の撤去実績等を用いて推計した結果、架空１７．６年、地

下２３．７年とされているが、当該年数の再推計の頻度も含めた具体的な経済

的耐用年数の算定方法については、引き続き、長期増分費用モデル研究会等に

おいて、専門的な見知から適宜適切に検討が行われることが適当である。 
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第５章  東西均一接続料の扱い 
 

 

１．  経緯と現状 
 

（１）  平成１４年答申 

 

平成１４年答申では、東西別接続料の適否について、以下の３つの考え方（方

式）を軸に検討を行った。 

 

 （Ａ案） 東西平均のモデル算定値を適用する方式  

 （Ｂ案） ＮＴＴ東日本及びＮＴＴ西日本にそれぞれのモデル算定値を適用す

る方式 

 （Ｃ案） ＮＴＴ東日本には自社固有のモデル算定値を適用し、ＮＴＴ西日本

には東西平均のモデル算定値を適用する方式 

 

検討の結果、ＮＴＴ東日本及びＮＴＴ西日本が別会社であるという事実を前

提にすれば、Ｂ案に従い、それぞれのコスト構造・水準の違いを反映した各社

固有のＬＲＩＣベースのコストに基づき接続料を設定することが最善の方法で

あるとの判断を示した。しかしながら、実際のモデル適用においては、ＮＴＴ

東日本の経営に及ぼす影響や西日本エリアの利用者に与える影響について配慮

することが必要であり、例えば、ＬＲＩＣベースのコストに基づく接続料水準

を即時に適用するのではなく、年度ごとに段階的に適用するなどの措置を講じ

る必要があるとした。 

 

しかしながら、平成１４年答申以降も、地方公共団体や経済団体を中心に東

西均一の接続料を求める多くの要望書が総務大臣宛に提出され、また、国会に

おいて、電話サービスが全国民に対して公平に提供されるべきユニバーサルサ

ービスであることを踏まえ、接続料を東西均一とすることについて附帯決議が

なされた 21。 

 

加えて、長期増分費用モデルによる試算では、ＮＴＴ東西間においてコスト

ベースで３０％以上の格差が生じるとの結果が得られた。これは、ほとんどの

電話サービス提供事業者がＮＴＴ東西の地域電話網に依存し、接続料の支払い

がその電話サービスコストの４割程度を占めていることを考えると、東西の各

エリアにおける利用者料金に相当程度の格差を生じさせる可能性が高いことか

ら、平成１５年度及び平成１６年度接続料は東西均一を維持することとした 22。 

 

                                                   
21 衆議院総務委員会及び参議院総務委員会（いずれも平成１４年１１月２８日開催） 
22 平成１５年７月の日本電信電話株式会社等に関する法律の一部改正により、接続料を均一とすることにより生じる接続料収入と原価

との乖離を是正するため、ＮＴＴ東日本がＮＴＴ西日本に対して金銭を交付する東西交付金制度が導入され、ＮＴＴ東日本とＮＴＴ西

日本との接続料について同等の水準を確保することが財政面からも措置されている。 
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（２）  平成１６年答申 

 

平成１６年答申では、原則としては、ＮＴＴ東西はそれぞれ異なる指定電気

通信設備を設置する電気通信事業者として、各々の原価に基づき接続料を算定

することが適当とした。 

 

しかしながら、第三次モデルにおいては、ＧＣ接続の接続料について、第二

次モデルよりも縮小したものの、依然として２０％を超える東西格差が存在し

た。これを踏まえ、接続料は市内通話料金の原価の６～７割を占めていること

から、仮に接続料を東西別とすれば、結果的に市内通話料金においても東西格

差が生じる可能性が高いと予想された。この点、ＮＴＴ東日本とＮＴＴ西日本

のヤードスティック競争によって、両者の接続料格差が将来的に縮小されるこ

とを期待する観点から接続料を東西別にすべきとの議論があったが、長期増分

費用方式に基づく接続料は効率化の目標値として設定されるものであり、第三

次モデルにおいてもその接続料に２０％を超える東西格差が存在するというこ

とは、効率化を行った後も２０％の格差が存在せざるを得ないことを意味する

ため、平成１６年答申においては、長期増分費用方式によって接続料を算定す

る限り、当面格差を設け、将来的にその格差が縮小することを期待する方法は

採用し難いとの判断を行った。 

 

また、審議の過程で提出された意見においても、ユニバーサルサービスであ

る市内通話料金の地域格差につながる可能性がある東西別接続料の設定につい

ては、十分な社会的コンセンサスを得られているとは言い切れないと判断した

ため、平成１６年答申においても、東西均一接続料を採用することが適当とし

た。 

 

（３）  平成１９年答申 

 

平成１９年答申においても、原則としては、ＮＴＴ東西はそれぞれ異なる指

定電気通信設備を設置する電気通信事業者として、各々の原価に基づき接続料

を算定することが適当とした。 

 

しかしながら、第四次モデルでも、ＧＣ接続の接続料において２０％以上の

東西格差が依然として存在し、東西別接続料の設定により、西日本を営業区域

とする電気通信事業者において利用者料金の値上げ圧力が大きく、通話料金の

地域格差につながる可能性があるため、東西別接続料を設定することについて、

十分な社会的コンセンサスを得ることは困難と考えられたことから、平成１９

年答申においても、引き続き、東西均一接続料を採用することが適当とした。 

 

（４）  平成２２年答申及び平成２４年答申 

 

 平成２２年答申においても、接続料規則における原価算定の原則やＮＴＴ東
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西を別々の地域会社として設立した経緯からは、本来的には、東西別に接続料

を設定することが適当とした。 

 

 しかしながら、接続料原価の算定に第五次モデルを適用することによって、

ＮＴＴ東西間の接続料格差に与える影響はほとんど見受けられず、依然として

ＮＴＴ東西間の接続料格差は、ＧＣ接続、ＩＣ接続ともに２０％以上に達して

おり、平成１９年答申において考慮した接続料の東西格差に係る社会的要請や

東西別接続料の設定による公正競争上の影響等についても、この数年間に大き

な環境の変化があるとは認められないことから、平成２２年答申においても、

これまでと同様に、東西均一接続料を採用することが適当とした。 

 

なお、平成２２年答申において、ＮＧＮによるＩＰ電話（ＩＧＳ機能）にお

いて東西別接続料が設定されていることにかんがみれば、現在、長期増分費用

方式により接続料算定を行っている固定電話に比して、ある程度ＩＰ電話が普

及した段階においては、社会的コンセンサスに十分配意しつつ、東西別接続料

の導入について検討を行う必要があるとしている。 

 

（５）  現状 

 

長期増分費用方式により算定される接続料のうち、ＰＨＳ基地局回線機能に

係るもの以外については、長期増分費用方式の導入当初より、東西均一接続料

を採用しており、ＮＴＴ東西の原価及び通信量等を合算することで接続料を算

定している。 

 

なお、平成２７年度接続料について、第五次モデルによりＮＴＴ東西別の接

続料を算定した結果、ＧＣ接続、ＩＣ接続ともに、２０％以上の東西格差が生

じており、両者の間の格差は依然として大きなものとなっている。 

 

 

（図表１６  平成２７年度接続料における東西格差（第六次モデルによる算定）） 
（単位：円／３分） 

 ①東西均一 ②東日本 ③西日本  東西格差(③/②) 

ＧＣ接続 ５．７８ ５．１３ ６．４４  １．２６倍 

ＩＣ接続 ７．２２ ６．５１ ７．９５  １．２２倍 

 

 

 

 

 

 



45 
 

２．  平成２８年度以降の東西均一接続料の扱い 
 

（１）  ヒアリングにおける主な意見 

 

ソフトバンクから、ＮＴＴ東西は別会社であり、それぞれのコストに基づき

設定される接続料には当然ながら格差が生じうること、ＩＰ電話では、東西別

接続料を設定していることを踏まえ、ＰＳＴＮ接続料についても東西別接続料

の導入を検討すべきとの意見が示された。 

また、フュージョン・コミュニケーションズから、原則的には東西別接続料

とすべきであり、平成２４年答申において、ＩＰ電話サービスがある程度普及

した段階で改めて検討を行う必要があるとされていることを踏まえ、ＩＰ電話

の契約数が固定電話の契約数を上回っている現状において、改めて東西別接続

料の導入の是非について検討すべきとの意見が示された。 

 

また、ＫＤＤＩから、接続料は、会社固有のコストに基づいて設定されるべ

きものであり、ＩＰ電話では東西別の接続料を設定していることを踏まえれば、

東西別の接続料とすることが基本であるが、現在は社会的要請により全国一律

の接続料となっていることから、国民のコンセンサスを得ながら、東西別の接

続料とすべきか検討を進めるべきとの意見が示された。 

さらに、ＮＴＴ東西から、基本的には東西会社別のコストに応じた接続料が

望ましいが、接続料の東西格差の検討にあたっては、市内通話がユニバーサル

サービスの対象サービスであったことを踏まえ、ユーザ料金の全国均一料金で

の提供に対する社会的要請に十分配意することが必要との意見が示された。 

 

他方、九州通信ネットワークから、平成２４年答申から大きな環境変化がな

いことから、現行の東西均一接続料を維持することが適当であり、仮に東西別

接続料とした場合には、ＮＴＴ西日本の接続料がＮＴＴ東日本と比べ３割近く

高くなるため、西日本地域の接続事業者はユーザ料金を値上げせざるを得ない

一方で、ＮＴＴ西日本及び全国系接続事業者は料金を据え置くことが可能であ

り、公正競争を阻害することにつながるとの意見が示された。 

 

（２）  考え方 

  

ア  改良モデルによる東西格差への影響 

 

改良モデルを用いた場合のＮＴＴ東西間の接続料の格差は、平成２７年度接

続料算定に用いた入力値により試算すると、ＧＣ接続で２５％、ＩＣ接続で２

２％となり、現行モデルに比べて、ＧＣ接続、ＩＣ接続ともに同程度となって

いる。 
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（図表１７  改良モデルを用いた場合の東西格差の試算） 
（単位：円／３分） 

 ①東西均一 ②東日本 ③西日本  東西格差（③／②） 

第六次モデル 
ＧＣ接続 ５．７８ ５．１３ ６．４４  １．２６倍 

ＩＣ接続 ７．２２ ６．５１ ７．９５  １．２２倍 

改良モデル 
ＧＣ接続 ５．４０ ４．８０ ６．０２  １．２５倍 

ＩＣ接続 ６．６６ ６．０２ ７．３２  １．２２倍 

 

また、改良モデルを用いた場合の平成２８年度以降の東西格差を試算した結

果、ＧＣ接続で２４％～２６％程度、ＩＣ接続で２１％～２３％程度となって

おり、平成２８年度以降においても、これまでと同程度となることが見込まれ

る。 

 

（図表１８ 改良モデルを用いた場合の平成２８年度以降の東西格差の試算） 
 Ｈ２７ＡＣ Ｈ２８ＡＣ ～ Ｈ３０ＡＣ 

改良モデル 
ＧＣ接続 １．２５倍 １．２４倍 ～ １．２６倍 

ＩＣ接続 １．２２倍 １．２１倍 ～ １．２３倍 

 

イ  東西別接続料の設定の適否 

 

これまでの答申において繰り返し指摘してきたとおり、接続料規則における

原価算定の原則やＮＴＴ東西を別々の地域会社として設立した経緯からは、本

来的には、東西別に接続料を設定することが適当である。 

また、東西別接続料が設定されているＮＧＮ接続料については、光ＩＰ電話

サービスの契約者数がすでに加入電話サービスを上回っており、その通信量に

おいても上回りつつある。 

 

しかしながら、現在、光ＩＰ電話サービスは、一般的にブロードバンドサー

ビス等とともに提供されていることに対し、ＰＳＴＮは音声に特化したサービ

スが主流であることから、現時点においては、ＰＳＴＮとＮＧＮを同一の観点

から比較しうる状況にまでは至っていない。また、上記アで述べたとおり、現

行モデルを改良モデルに変更することによって、ＮＴＴ東西間の接続料格差に

与える影響はほとんど見受けられず、ＮＴＴ東西間の接続料格差は、ＧＣ接続、

ＩＣ接続ともに依然として２０％以上に達している。加えて、これまでの答申

において考慮した接続料の東西格差に係る社会的要請や東西別接続料の設定に

よる公正競争上の影響等についても、この数年間に大きな環境の変化があると

は認められない。 

 

以上を踏まえれば、平成２４年答申時の状況から、東西別接続料を設定する

ことが適当と考えられる程度の環境変化があったとは認められず、平成２８年

度以降の接続料算定においても、これまでと同様、東西均一接続料を採用する

ことが適当である。 
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なお、将来的には、ＰＳＴＮのマイグレーションが行われることを踏まえれ

ば、ＰＳＴＮに係る接続料についても改めて東西別接続料の設定の要否につい

て検討が必要となると考えられるが、その際には、社会的コンセンサスに十分

に配意しながら検討を進める必要がある。 
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第６章 ＮＧＮ接続料との加重平均方式の導入について 
 

 

１．加重平均方式の概要 
 

ＮＧＮ接続料との加重平均方式とは、ＰＳＴＮとＩＰ電話の双方の原価を合

算し、それをＰＳＴＮとＩＰ電話の双方の需要で除すことで接続料を算定し、

この接続料をＰＳＴＮとＩＰ電話の双方に適用する方式である。 

 

平成２４年答申においては、ＰＳＴＮとＮＧＮでは設備構成や機能等に差異

があること、加重平均方式を導入した場合にはＰＳＴＮに係る接続料は低廉化

する一方、ＮＧＮ接続料は上昇する可能性があることをどのように考えるか整

理が必要あること、また、ＰＳＴＮとＩＰ網の提供サービスはそれぞれ料金や

サービス面において明確に区別されており、利用者が好ましいサービスを選択

している状況にあることから、加重平均方式を直ちに採用することは適切では

ないとして採用が見送られた。 

 

他方、同答申では、将来的には、ＰＳＴＮに係る接続料算定の在り方につい

て検討を行うに当たり、ＰＳＴＮからＩＰ網への移行に与える影響や、接続料

の適正性を引き続き確保する観点から、ＰＳＴＮに係る接続料とＮＧＮに係る

接続料との関係について改めて整理し、必要な検討を行っていくことが適当と

している。 

 

 

２．加重平均方式の導入について 
 

（１）  ヒアリングにおける主な意見 

 

ア 加重平均方式の導入の考え方について 

 

ソフトバンク及びフュージョン・コミュニケーションズから、マイグレーシ

ョンが行われる中、加入電話とひかり電話を同一の音声サービスとみれば、加

重平均による同一の接続料でも一定の合理性はあるとの意見が示された。 

 

また、ＮＴＴ東西から、ＰＳＴＮからＩＰ網への移行の進展を踏まえれば、

接続事業者が支払う接続料については、ＰＳＴＮとＩＰ電話のトータルでの接

続料支払額の推移にも着目すべきであり、この支払総額は、ＮＧＮ接続料の低

廉化により、減少傾向にあることから、ＰＳＴＮ接続料の上昇に対する更なる

措置は不要と考えるが、それでもなお料金政策として、ＰＳＴＮ接続料水準の

上昇を抑制する必要があるのであれば、発信側は着信側がＰＳＴＮかＩＰ電話
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かを判別できない点に着目し、加重平均方式による接続料を双方に適用するこ

とは一つの選択肢として取り得るとの意見が示された。ただし、ＮＴＴ東西か

らは加えて、ＰＳＴＮ接続料を意図的に抑制するために、加重平均方式を導入

した場合、ＰＳＴＮからＩＰ網への移行を妨げる可能性があるとの意見も示さ

れた。 

 

ＫＤＤＩから、ＮＴＴ東西のマイグレーションが実行段階になった際には、

ＰＳＴＮ接続料の急激な変動が想定されることから、加重平均方式の是非を検

討することは必要であるが、現時点においては、マイグレーションの計画が具

体化されていないため、導入の検討は時期尚早との意見が示された。 

 

さらに、九州通信ネットワークから、ＰＳＴＮは電話専用のネットワークで

あるが、ＮＧＮはデータ通信等複数サービスのネットワークであるため、加重

平均方式により接続料を算定することは適当ではないとの意見が示された。 

 

イ 加重平均方式の導入により想定される事業者や利用者への影響について 

  

ソフトバンクから、仮に対加入電話・対ひかり電話で通話料の設定を分けて

いるサービスがある場合に、影響を受ける可能性があるとの意見が示された。 

 

また、フュージョン・コミュニケーションズから、接続事業者ごとに、ＰＳ

ＴＮとＮＧＮのトラフィックの割合は異なるため、差損益も異なることが想定

されるとの意見が示された。 

 

なお、ＫＤＤＩから、加重平均方式の算定方法等が不明なため、現時点にお

いて具体的な影響が生じるかどうかは判断できないとの意見が示された。 

 

ウ 加重平均方式の原価算定方法について 

  

ＮＴＴ東西から、仮に加重平均方式を導入する場合には、適切なコスト回収

及び原価算定とする観点や長期増分費用方式を採用する意義が乏しくなってき

ていることを踏まえ、ＰＳＴＮとＮＧＮ双方とも実際費用方式（実績原価方式）

により算定すべきとの意見が示された。 

 

他方、ＫＤＤＩ、ソフトバンク、フュージョン・コミュニケーションズ、九

州通信ネットワークから、実際費用方式は、接続料算定における客観性・透明

性の確保、恣意性や非効率性の排除ができないこと、ＮＴＴ東西において効率

化のインセンティブが働かないことから、実際費用方式による算定は適当では

ないとの意見が示された。 

なお、ＫＤＤＩ、ソフトバンク、九州通信ネットワークからは加えて、仮に

加重平均方式を導入する場合には、ＰＳＴＮ・ＮＧＮともに長期増分費用方式

を適用すべきとの意見が示された。 
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（２）  考え方 

 

ＰＳＴＮとＮＧＮは、異なるネットワークとしてそれぞれのアンバンドル機

能について接続料が設定されているが、マイグレーションの実施等によりＩＰ

網への移行の進展がある程度進んだ状況においては、加入電話とひかり電話を

同一の音声サービスと見なし、加重平均方式の適用によりＰＳＴＮとＮＧＮに

同一の接続料を設定することも合理的なものと考えられる。 

 

しかしながら、現時点において事業者から積極的に加重平均方式の導入を求

める意見がなく、また、それぞれのネットワークの原価算定方式の在り方（長

期増分費用方式とするか実際費用方式とするかなど）や算定すべきアンバンド

ル機能等、同方式の導入に当たって検討すべき課題も残されている。 

 

このため、加重平均方式を平成２８年度から導入することは適当ではないも

のの、今後、ＰＳＴＮに係る需要の急激な減少やマイグレーションの実施等に

より、ＰＳＴＮに係る接続料が急激に上昇する等、現行の接続料算定方式では

適正な接続料を算定することが困難となった場合の対応策の一つとして導入す

ることは考えられる。 

 

したがって、加重平均方式の導入については、導入の必要性やその導入が事

業者及び利用者に与える影響を踏まえ、引き続き必要な検討を行っていくこと

が適当である。 
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第７章  平成２８年度以降の接続料算定方式の適用期間 
 

 

１．  経緯と現状 
 

長期増分費用モデルの適用期間は、これまで、２年間または３年間とされて

いる。平成２４年答申しおいて、第六次モデルを用いた算定方式については、「ス

コーチド・ノードの仮定」等の前提条件の見直し、ＩＰ－ＬＲＩＣモデルの検

討及びＮＧＮ接続料との関係といったＩＰ網への移行の進展を踏まえ、長期増

分費用モデルの本格的な見直しを検討するためには十分な検討期間が必要であ

ること、また、制度の安定性を確保する観点や、接続事業者における事業運営

の中期的な展望・予見性の確保の観点から、算定方式の頻繁な変更は好ましく

ないことから、その適用期間は３年間とすることが適当であるとしている。 

 

 

２．  改良モデルを用いた算定方式の適用期間 
 

（１）  ヒアリングにおける主な意見 

 

ＫＤＤＩから、適用期間は３年間以内とし、ＰＳＴＮ及びＮＧＮを取り巻く

環境変化に応じて、モデルへの追加補正も可能とする等の配慮が必要との意見

が示された。 

また、フュージョン・コミュニケーションズから、適用期間は、３年間を基

本とし、マイグレーションの進展状況や、接続料水準の推移に応じて、より適

切な算定方式を速やかに適用できるよう、モデルの適用期間を短縮できる柔軟

性が必要との意見が示された。 

 

ＮＴＴ東西からは、本来、実際費用方式に直ちに移行すべきだが、仮に長期

増分費用モデルを適用するとした場合の改良モデルの適用期間については、事

業運営の中期的な展望・予見性を確保する観点から算定方法の頻繁な変更は好

ましくないこと、ＰＳＴＮは当面存続することから、その間、３年間程度、改

良モデルを継続して適用しても問題は生じないため、３年間以上の長期とすべ

きとの意見が示された。 

 

一方、ソフトバンクから、０ＡＢ～Ｊ－ＩＰ電話の契約数が固定電話契約数

を逆転する転換期においては、急激な環境変化が起こる可能性もあるため、環

境変化に柔軟に対応できるよう、適用期間は基本的に２年間とすべきとの意見

が示された。 

また、九州通信ネットワークから、新たな算定方式の適用期間は、ＩＰモデ

ルの課題に対する検討期間の必要性や固定電話とＩＰ電話のトラフィックの推

移を勘案し、２年間とすることが適当との意見が示された。 
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（２）  考え方 

 

制度の安定性を確保する観点や、接続事業者における事業運営の中期的な展

望・予見性の確保の観点から、算定方式の頻繁な変更は、必ずしも好ましくな

い。 

 

このため、改良モデルを用いた算定方式の適用期間は、平成２８年度から平

成３０年度までの３年間とすることが適当である。 

 

ただし、ＩＰ網への移行の進展等により、電気通信分野を取り巻く環境は今

後急速に変化していくことも考えられる。このため、適用期間内に算定方式の

前提としている事項が大きく変化することが明確になった場合には、環境変化

に適切に対応した接続料算定となるよう、速やかな見直しに向けた検討を行う

など、ことが適当である。 
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第８章  今後の接続料算定の在り方 
 

 

１．  ヒアリングにおける主な意見 

 

ソフトバンクから、ＰＳＴＮ・ＮＧＮともにＮＴＴ東西の独占性が高いため、

長期増分費用方式の適用が必要であり、また、最も効率的なネットワークの観

点からは、１つのネットワークで構築することが適当であることから、次々期

モデルとして、ＰＳＴＮとＮＧＮを統合したＩＰモデルを検討すべきとの意見

が示された。 

 

また、フュージョン・コミュニケーションズから、今後、更なるＮＧＮへの

移行の進展が予想され、接続料算定方式の抜本的な見直しが必要であり、競争

環境を維持するためにも、諸外国の接続料算定方式（ビル＆キープ、ｐｕｒｅ

ＬＲＩＣ等）も対象範囲に含めて検討を行う必要があるとの意見が示された。 

 

 

２．  今後の見直しの方向性 

 

（１） 音声通信に係る接続料制度の見直しについて 

 

長期増分費用方式は、客観的なモデルに基づきコスト算定を行う方式であり、

平成１２年度に導入されて以降、ＰＳＴＮに係る接続料算定における透明性や

公平性の確保に大きく貢献していることなどを踏まえれば、今後もなお一定の

意義を保ち続けるものと考えられる。 

 

他方、加入電話の契約数及び通信量は大きく減少しており、今後もこの傾向

が続くことが想定される一方、ＩＰ電話や携帯電話の契約数は増加傾向にあり、

ＰＳＴＮを取り巻く環境は、大きな変化の時期にある。 

 

特に、第２章で述べたとおり、長期増分費用方式に基づく接続料算定は、第

一種指定電気通信設備に係る接続料算定の適正性を確保する観点から、ＮＴＴ

東西のＰＳＴＮに適用される一方、算定された接続料はＮＴＴ東西と接続する

固定電話事業者の設定する接続料のベンチマークとしての役割も果たしてきた。

しかしながら、電気通信分野における競争の中心が固定電話から携帯電話に移

行し、また、固定電話・携帯電話を問わずネットワークのＩＰ化が進んできて

いることを踏まえれば、ＮＴＴ東西のＰＳＴＮを含めた固定電話事業者が設定

する接続料のみにこうした制度やベンチマークが存在することが、今後の音声

接続料全体に係る制度の在り方として適切なものかどうか見直す時期に来てい

る。 
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この点、平成２６年答申において、移動通信サービスに係る接続料制度につ

いては、より柔軟な利用者料金の設定を可能にする観点から、着信接続料を相

互に支払わない方式（ビル＆キープ方式）について詳細な検討を進めるべきと

されており、また、欧州や米国においては、固定電話網及び携帯電話網の着信

音声接続料にビル＆キープや長期増分費用方式が適用されるなど、固定電話網

と携帯電話網の接続料には、同等又は類似の制度が適用されている。 

 

こうした状況を踏まえれば、今後の環境変化に適切に対応した接続料算定の

在り方を検討するためには、次々期に適用する接続料算定方式の検討に当たっ

て、第一種指定電気通信設備のアンバンドル機能に係る長期増分費用モデルの

見直しやＮＧＮとの加重平均方式の導入についての検討を行うだけではなく、

適切な競争環境の維持、促進等を図る観点から、諸外国の接続料算定方式も参

考としつつ、固定電話網及び携帯電話網にビル＆キープ方式や長期増分費用方

式を導入することについても検討するなど、音声通信に係る接続料制度全体の

在り方についても検討を行うことが適当である。 

 

（２） 検討に当たって留意すべき事項 

 

音声通信に係る接続料制度全体の在り方の検討は、接続料制度の抜本的な見

直しにつながる可能性もあることから、利用者利便の確保や事業者間の適切な

競争環境の維持、促進等への影響にも配意しつつ、十分な検討期間を設けて行

うべきものであり、できる限り早期に開始すべきである。 

また、本検討は、現行の長期増分費用方式に基づく接続料算定におけるＮＴ

Ｓコストの扱いや東西均一接続料の扱い等の在り方にも影響を与えるものであ

り、こうした事項についても併せて検討を行うことが適当である。 

 

なお、ＩＰモデルの検討に当たっては、第２章で述べたとおり、事業者のＩ

Ｐ網への移行の進展状況を踏まえつつ、算定対象とすべき設備範囲（引き続き

ＰＳＴＮのみを長期増分費用方式の算定対象とすべきかＮＧＮを含めて算定対

象とすべきか等）、モデル化にあたって考慮すべきサービス・機能及びモデルの

精緻化の程度など、モデル構築に当たっての前提条件について、改めて整理す

ることが適当であるが、こうした整理を進めるに当たっては、固定電話事業者

の接続料算定にのみ著しく過度な規制等が課せられることのないよう、音声通

信に係る接続料算定に係る制度全体の在り方についての検討を踏まえて行われ

ることが適当である。 
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電気通信事業政策部会 名簿 

 

 

（平成２７年７月１日現在 敬称略） 

 
氏名 主要現職 

部会長 山内 E

やまうち

A AE弘 E

ひろ

AAE隆 E

たか

 一橋大学大学院 商学研究科 教授 

部会長代理 
AE相田 E

あ い だ

A A E 仁 E

ひとし

 東京大学大学院 工学系研究科 教授 

委員 
AE石戸 E

い し ど

A A

E奈々子 E

な な こ

 
特定非営利活動法人 ＣＡＮＶＡＳ 理事長 

委員 
AE泉本 E

いずもと

A A

E小夜子 E

さ よ こ

 

有限責任監査法人トーマツ パートナー 

日本公認会計士協会 常務理事 

委員 
AE井手 E

い で

A AE秀樹 E

ひ で き

 慶應義塾大学 名誉教授 

委員 
AE熊谷 E

くまがい

A AE亮 E

みつ

AAE丸 E

まる

 
株式会社大和総研 執行役員 調査本部副本部長 

チーフエコノミスト 

委員 
AE谷川 E

たにかわ

A AE史郎 E

し ろ う

 株式会社野村総合研究所 理事長 

委員 
AE森川 E

もりかわ

A AE博之 E

ひろゆき

 東京大学 先端科学技術研究センター 教授 
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接続政策委員会 名簿 

 

 

（平成２７年７月１日現在 敬称略） 

 
氏名 主要現職 

主査 
AE東海 E

と う か い

A AE幹夫 E

み き お

 青山学院大学 名誉教授 

主査代理 
AE酒井 E

さ か い

A AE善則 E

よ し の り

 東京工業大学 名誉教授、放送大学 特任教授 

委員 
AE相田 E

あ い だ

A AE仁 E

ひとし

 東京大学大学院 工学系研究科 教授 

委員 
AE森川 E

も りか わ

A AE博之 E

ひろゆき

 東京大学 先端科学技術研究センター 教授 

専門委員 
AE池田 E

い け だ

A AE千鶴 E

ち づ る

 神戸大学大学院 法学研究科 教授 

専門委員 
AE佐藤 E

さ と う

A AE治 E

は る

AAE正 E

まさ

 甲南大学 マネジメント創造学部 教授 

専門委員 
AE関口 E

せきぐ ち

A AE博 E

ひ ろ

AAE正 E

ま さ

A  神奈川大学 経営学部 教授 

専門委員 
AE山下 E

やました

A AE東子 E

は る こ

 大東文化大学 経済学部 教授 
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諮 問 第 1 2 2 1 号 

平成 27 年２月９日 

 情報通信審議会 

  会長 西田 厚聰 殿 

 

 

 

 

           総務大臣 山本 早苗    

 

 

 

 

諮  問  書 

 

 
長期増分費用方式に基づく接続料の平成 28年度以降の算定の在り方につい

て、下記のとおり諮問する。 

 

 

記 

 

 東日本電信電話株式会社及び西日本電信電話株式会社が設置する第一種指定

電気通信設備のうち、加入者交換機能、中継交換機能等に係る接続料の算定に

は、現在、長期増分費用方式が適用されている。当該接続料の算定に用いられ

ている現行の長期増分費用方式に基づく算定方法の適用期間は、平成 24年９月

25日付け貴審議会答申において、平成 27年度までとされている。 

このため「長期増分費用モデル研究会」において、平成 28年度以降の当該接

続料の算定に適用可能な長期増分費用モデルについて検討が行われ、本年１月

30日に報告書が取りまとめられたところである。 

  

以上を受け、平成 28年度以降の当該接続料の算定の在り方について検討を行

う必要があることから、上記のとおり貴審議会に諮問するものである。 

資料３ 



61 
 

 

開催状況 

 

 

 

 
開催日 議題 

電気通信事業 

政策部会 

（第２９回） 

平成２７年 

２月 ９日 

・ 「長期増分費用方式に基づく接続料の平成２８年度以

降の算定の在り方」について 

 【平成２７年２月９日付け諮問第１２２１号】 

接続政策委員会 

（第２２回） 
２月１９日 

・ 「長期増分費用方式に基づく接続料の平成２８年度以

降の算定の在り方」について 

接続政策委員会 

（第２３回） 
３月１８日 

・ 関係事業者等ヒアリング 
東日本電信電話㈱、西日本電信電話㈱ 

ＫＤＤＩ㈱、ソフトバンクテレコム㈱、フュージョン・コ

ミュニケーションズ㈱、九州通信ネットワーク㈱ 

接続政策委員会 

（第２５回） 
４月 ７日 ・ これまでの検討を踏まえた論点整理 ① 

接続政策委員会 

（第２６回） 
５月 ８日 ・ これまでの検討を踏まえた論点整理 ② 

接続政策委員会 

（第２８回） 
６月 ３日 ・ 報告書骨子（案）について 

接続政策委員会 

（第３０回） 
６月２６日 ・ 報告書（案）について 

電気通信事業 

政策部会 

（第３１回） 

７月 ７日 ・ 接続政策委員会 報告書について 
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